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どんなむずかしいことも
タイムリーに応える
－当社は今から４５年前の１９６４年
に先代社長が北九州市において中
島ターレット工業所を創業したの
が始まりです。私が当社に入社し
たのは、創業から１０年たった７４
年のことです。設立当初は、４名
の社員でターレット旋盤３台を使
用して小物の部品加工を行ってい
ましたが、その後幾度もの工場新
設、拡張や最新設備の導入を行い、
現在では約１６０台の工作機械を保
有しております。最新設備の導入
と共に、従業員の育成や従業員満
足向上にも注力しています。そう
して、人の技術と機械を融合させ
て多品種少ロット生産に取組み、
「どんなむずかしいこともタイム
リーに応える」というモットーの
実現に向けた挑戦を続けています。

国内メーカーとして生き残りを
図るため多品種少ロット生産・
短納期化に注力
－当社が多品種少ロット生産に取
組むことになったきっかけは、今

から２０年ほど前に当社の主力取
引先であった企業からの仕事が海
外に流出したことです。その時に、
量産品製造で海外、特に中国の
メーカーと争っても勝てないため、
国内で生き残るためには海外メー
カーでは対応が難しいポイントに
注力する必要があると考えました。
そこで、「これから伸びる分野に
挑戦し、顧客を増やす」という新
たな経営方針を打ち出し、日本に
残った先端分野の仕事に対応すべ
く「高精度でかつ多品種少ロット
生産」に注力することにいたしま
した。現在では、量産品の製造か
らは撤退し、高精度が要求される
分野で一種類につき数個から数十
個単位の多品種少ロット生産に注
力しています。
海外メーカーの対応が難しいも
う一つのポイントに「時間」とい
うものがあります。海外から日本
へ輸送するためには丸一日以上の
時間が必要であり、そこで当社で
は海外メーカーとの差別化を図る
ため、短納期化の実現に注力して
います。最近では２４時間つねに
顧客からの注文を受け付け、即座
に対応するために２４時間の生産
体制を整備するなど、短納期化を
更に強化し、「製造のコンビニ」
を実現するための取組みを行って
います。

外部の専門家を招聘し、５Ｓ活動
を強化し「工場が営業マン」に
－多品種少ロット生産で利益を確
保するためには、高い精度を実現
する「固有技術」とムダの徹底排
除で停滞のない生産システムを構
築する「管理技術」を常にレベル
アップし続ける必要があると考え
ています。そのために取組んでい
るのが「整理・整頓・清掃・清
潔・躾」の５Ｓ活動です。
５Ｓ活動は約２０年ほど前から
取組んではいたのですが、当初は
なかなか上手くいきませんでした。
そこで、１０年ほど前、不況になっ
て当社の業績が厳しくなったこと
をきっかけに、５Ｓ活動に本格的
に取組むことにしました。本格実
施にあたっては、社内の人間だけ
で実施しても上手くいかないこと
はこれまでの経験で分かっていま
したので、外部の専門家を招聘し
ました。福岡県中小企業振興セン
ターに「現場の経験者」かつ「中
小企業がどのようなものか知って
いる人」という条件でアドバイ
ザーの紹介を依頼したところ紹介
を受けたのが、今でも当社の指導
をしていただいている山下氏です。
そして５Ｓ活動を「チャレンジ＆
チャレンジ活動」と名付け、本格
実施に着手いたしました。
当社の５Ｓ活動はグループ単位
での自主的な活動が中核となって

株式会社中島ターレット

中嶋 英二郎氏
■創 業：１９６４年１０月 ■設 立：１９８８年１０月
■所 在 地：福岡県岡垣町 ■資 本 金：３０百万円
■従 業 員：１１８名
■事業内容：精密部品加工、半導体製造装置部品加工、モーター関連部品加工、

ポンプ関連部品加工、ロボット部品加工
■製造拠点：本社工場（福岡県岡垣町）、水巻工場（福岡県水巻町）
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います。現在は従業員が１９のグ
ループに分かれて活動を行ってい
ます。また、活動時間を毎週金曜
日の１２時４５分からの４５分間と定
めており、その間は生産活動を休
止して、全員が５Ｓ活動のみに従
事するようにしています。５Ｓ活
動を定着させるためには多くの苦
労もありましたが、「経営者が率
先」「自主性を尊重」「例外を作ら
ない」といった考えの下で、私が
常に高い関心を持って従業員一人
一人とコミュニケーションを図り
ながら、急がずゆっくりと進めて
きたこともあって、最近ようやく
定着してきたように感じています。
こうした当社の取組みが口コミ
で広がり、現在では国内外から年
間約４００～５００人の方が当社へ工
場見学に来られています。そして、
工場見学をきっかけに新規のお客
様獲得に繋がることもあるなど、
工場が当社の営業マンのような役
目も果たしています。

従業員育成・従業員満足度向上に
も注力
－当社では、経営方針のもう一つ
の柱として「特徴ある技能集団に
なる」ということを掲げ、従業員
の育成に努めています。２４時間
の生産体制を構築するためには、
従業員一人一人が幅広い分野の仕
事をこなせるようになることが必
要です。また、当社では顧客への
提案、つまり単に加工を受託する
だけでなく、顧客企業の設計者に
対して加工業者の立場から提案を
行うことにも注力しています。各
従業員がそうしたことに対応でき
るだけの知識、技術を習得できる
ように、ベテラン社員と若手社員

が一対一で機械の使用方法などを
教える時間を毎週設けているほか、
ＯＪＴを通した育成にも努めてい
ます。
育成とともに、従業員満足度向
上にも注力しています。特に気を
つけていることは私からの積極的
な声かけです。たあいも無いよう
な話をしながら、私が各従業員に
対して関心を持っていること、そ
して頼りにしていることを暗に伝
えています。当社では中途採用や
パートタイマーの募集を従業員か
らの紹介という形で実施している
のですが、新規に募集をかけると
すぐに応募が集まってきます。そ
のことが、従業員満足度が高まっ
てきている証ではないか、と感じ
ています。

５Ｓをツールに新たな分野への
広がりを目指す
－当社の現在の主力事業は電機関
連機械の部品加工ですが、昨年か
らの不況で当社の仕事もかなり
減ってしまっています。ですが、
そうした時期だからこそ５Ｓ活動
の着実な実施や、従業員育成への
取組みを強化しています。そうし
て、常に海外メーカーに追いつか
れることのないよう磨き上げてい
る精密加工技術や「製造のコンビ
ニ」などの当社の強みを生かして、
取引先開拓や新たな分野への業務
の領域拡大に努めて参ります。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

ゴミ一つ落ちていない通路、
使いやすいように整理されてい
る道具、常に新たな工夫をしよ
うとしている姿が見える５Ｓ活
動用の掲示板など、工場を拝見
すると、当社の５Ｓ活動の徹底
ぶりを肌で感じることができま
す。当社の強みの源泉は、そう
した取組みだけでなく、その根
底にある「社員全員が更なるレ
ベルアップに常時努めようとす
る風土」にあるのではないかと
思います。
このような強みを有する当社
ならば、今後も様々な環境変化
にも的確に対応し、発展を続け
ていかれるだろうと確信いたし
ております。

左から谷頭取、中嶋社長、稲永支店長

製品写真 視察風景
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三代続いた造船業から
半導体産業へ
－当社のはじまりは明治期に先祖
が創業した造船所であり、主に木
造船の建造を手掛けていました。
三代目である父の時代に、将来の
需要減少を見越して、造船業から
の転換を模索し、プレス加工や金
型加工に取組み、大手農機具メー
カーや、大手電機メーカーとの取
引を増やしていきました。そして、
１９６５年には社名を「櫻井工業造
船所」に変更し、部品加工業に完
全に事業を転換しました。
大手電機メーカーとの取引の中
で、精密な機械加工技術や、半導
体産業の品質基準、半導体を作る
ための管理水準を学ぶことができ
たことが、製造装置の製造を主体
とした、現在の当社の礎になって
います。

社名に込めた思い
－私は高校まで八代で過ごした後、
東京の大学に進学し東京で就職し
ようと考えていましたが、病気に

なった父を助けるため、当社に８１
年に入社し、９７年には社長に就
任しました。大学では法律を勉強
していたため、技術的な基礎知識
などは、入社後に学びました。元
来技術屋ではないので、私の仕事
はマネージャーだと思っておりま
す。マネージャーとして大切にし
ていることは、「愚直なモノづく
り文化を維持すること」「外部資
源と連携が出来るくらい強い技術
の習得」です。
こうした思いは、当社に入社し
た当時から持っており、入社２年
目の８３年、社名を私が考えた「櫻
井精技」に変更しました。この「精
技」は精密技術の略ではなく、
「More Spirits & Better Technology」
をモットーに、「お客様の期待を
創造し、期待に応えて信頼を受け
続けよう」という思いから、「精
神」と「技術」から一字ずつ取っ
たものです。

愚直なモノづくりへの取組み
－私は、良いものはすぐに模倣さ
れるものだと考えています。いわ
ゆる「知財」は独り占めするため
ではなく、特許は広く公開して安
い使用料で使ってもらうために権
利があるものと思っています。重
要なのは知財ではなく販売のやり
方や「モノづくり」の実力であり、
それを支える人材の育成と技術レ

ベルの向上にこだわっています。
特に、当社が製造している「製造
装置」はお客様にとっては会社の
存亡をも左右する、戦う「武器」
であるため、信頼性が重要視され
ています。つまり、この業界では
「あそこが造った装置であれば間
違いない」という信頼感を得るこ
とが必要です。当社では製品の開
発・製造において、「原理原則を
貫くこと」「愚直にやること」を
徹底することで、お客様の信頼を
得ています。時折、当社は「昔の
モノづくりが残っている」と評さ
れますが、そうした取組姿勢も、
大手メーカーとの取引が長続きす
る理由のひとつだと考えています。
また、当社ではソフトウェアか
ら製造工程までを全て内製化し、
自社で一貫生産を行っています。
そうすることで、製品開発のス
ピードを早めるとともに、製品の
設計技術等を全て保存しているた
め、お客様から当社製品の改善・
改良の要請があれば、その全てに
お応えすることができます。こう
したことも当社の信頼性に繋がっ
ており、同業他社との差別化にも
なっております。

外部との連携が事業領域拡大の
原点に
－当社に入社した頃、機械図面が
読めなかった私は、地元大学や県

櫻井精技株式会社

櫻井 一郎氏
■設 立：１９６５年９月 ■所 在 地：熊本県八代市
■資 本 金：３０百万円 ■従 業 員：２６０名
■事業内容：半導体製造装置・検査装置などの開発・製造・販売
■主な取扱品目：半導体製造装置、プリント基板製造装置、液晶検査装置など
■営業拠点：本社・工場（熊本県八代市）
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の工業試験場などに入り込んで教
えを受けました。また、取引先企
業の方々からも実際の取引の中で
数々の教示を頂き、「お客様に育
てていただいた」という気持ちが
強くあります。このように、産学
官連携は私の原点ともいえますが、
こうした外部との連携に期待する
のは「製品化・事業化」よりも、
むしろ当社の技術者のレベルを引
上げる「教育」にあります。短い
期間での成果ではなく、長期的な
視点で最も伸びが期待できる「人
材」の育成に主眼を置いています。
一方で、長期にわたる連携活動
の成果として、新たな分野への道
筋が開けたものもあります。その
ひとつが、熊本大学医学部などと
開発した五十肩の治療器である
「上肢用ＣＰＭ」です。本製品は
１０年以上に及ぶ開発データの蓄
積と、多額の自己資本投下が奏功
し、２年前に厚生労働省の型式認
定を取得できました。この「上肢
用ＣＰＭ」を足掛かりとして、医
療装置分野への進出が視野に入り
ました。また、安易にコンサルタ
ントに文書を作ってもらうのでは

なく、当社の社員だけで厚生労働
省の型式認定を取得できたことは、
人材育成と同時に、ノウハウの蓄
積により新たな分野への応用につ
ながると考えています。このよう
に、産学官との外部連携は当社の
事業領域拡大にも貢献しています。

次世代に会社をつなぐ「種蒔き」
－長期的な視点で考えれば、３０
年後の世界では、地球人口の爆発
的増加や石油資源の枯渇など、大
きな転換点を迎えるのであろうと
考えています。そのような環境変
化の中で、「モノづくり企業」と
しての当社を次世代につないでい
くためには、今から将来を見据え
た事業の「種蒔き」が必要だと感
じています。
製造装置メーカーとして、将来
どのような装置や設備が求められ
るのか、といったことについて、
具体的でなくとも、方向性を示す
必要があると考えます。外部との
連携を活かして様々な可能性を探
りながら、「人づくり」「モノづく
り」にこだわり、信頼を得られる
企業であり続けたいと思います。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 鈴木 元

法学を修められた後、全く異

分野であった「家業」に身を

投じられた頃には、膨大な知

識を短期間で修得するなど、

大変なご苦労があったものと

拝察いたします。

業界に精通した「マネー

ジャー」であるからこそ、業

界の常識に囚われない「内製

化へのこだわり」「外部との

連携」など新たな解決方法を

導き得たのではないでしょう

か。当社が今後も「愚直に」

モノづくりに邁進され、取引

先企業からの信頼を勝ち取り

続けられることを確信してお

ります。

対談風景

上肢用ＣＰＭ装置ＡＨ７０６

視察風景
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創業以来掲げてきた
「共生の理念」
－当社は１９５８年に父・源太郎（現
会長）がアイスクリームの商業卸
として創業し、以来、「共生の理念」
を掲げて業務に邁進して参りまし
た。現在はアイスクリームのほか
冷凍食品などフローズン商材の総
合商社として、九州及び中国・四
国エリアに商品を提供させていた
だいています。お得意先様へのき
め細やかなサービスはもちろんで
すが、そこへお越し頂いている消
費者の皆様に満足して頂ける商品
の提供に努めることが、私どもの
歩む道であると考えています。

売上予測に基づく取引先への商品
補充
－アイスクリームなどの冷凍商材
は、文字通り冷凍状態で維持保管
しなければなりません。お得意先
様の小売店で冷凍食品のストック
設備を持つには大きなコストがか
かるため、当社が商品のストック
機能を担うとともに、お得意先様
の売り場で欠品が発生しないよう

に、売場づくり、経費効率、在庫
管理のお手伝いをしています。
当社の担当者は、担当するお得
意先様の売場一つ一つの販売パ
ターンの把握と、お得意先様から
随時送られてくる販売データや季
節要因から独自に売場ごとの販売
予測を行い、きめ細かな配送スケ
ジュールを組み立てています。欠
品の連絡を受けてから納品の準備
をするのではないので、当社のお
得意先様の売場では欠品がほとん
ど発生しません。
このように、当社では卸売業者
本来のサービスに徹底的にこだわ
ることで、お得意先様の皆様から
信頼を頂いています。

消費者に支持される売場の提案
－特に留意しているのは消費者の
皆様の目線に立った売場づくりで
す。消費者の皆様にとって魅力あ
る売場を提供することが、お得意
先様に対する力強いサポートにな
ります。平日もしくは毎週日曜日
のオール３割引販売など、値引き、
安売りに頼った販売スタイルでは
なく、消費者の皆様に支持される
売れ筋商品を揃え、分かり易く、
買い易い売場づくりを提案してい
ます。メーカー資本を一切受けて
いない利点を活かし、全国メー
カーのほか全国的にも数が多い九

州地場メーカーの商品も多彩に取
り揃えています。
また、販促支援についてはアイ
スクリームのアウトレットコー
ナーや季節ごとの売場の提案など、
消費者の皆様の購買意欲をかき立
てる企画の提案を行っています。

佐々木冷菓の２１世紀型
流通システム
－商品の仕入においても、メー
カーと協働してより良い商品を消
費者に提供できるように工夫して
います。工場で生産されたアイス
メーカーの製品は、通常、各メー
カーの流通倉庫へ一旦配送され、
卸業者へは各メーカーの流通倉庫
から商品が送られてきます。これ
は、メーカー工場からの配送が１０
ｔという大きなロットで行われる
ためですが、各メーカーの倉庫を
経由すると、扉開閉回数が増える
ことによる商品劣化や、保管料・
運賃が割高となるなどのデメリッ
トも発生します。当社では冷凍保
管機能を備えた物流センターをい
ち早く整備し、各営業所からの商
品発注は物流センターで一括して
メーカーに行い、各アイスメー
カーの工場から当社物流センター
へ商品が直接納入されています。
自社の物流網を介した効率的な配
送をとおして、コストの削減と鮮

株式会社佐々木冷菓

佐々木 繁氏
■創 業：１９５８年 ■設 立：１９８７年１月
■所 在 地：長崎県佐々町 ■従 業 員：２５０名
■事業内容：アイスクリーム・冷凍食品の卸、小売業
■事業拠点：本社・西九州支店（長崎県佐々町）、福岡支店（福岡県筑前町）、

北九州支店（直方市）、熊本支店（山鹿市）、長崎営業所、
南熊本営業所、延岡営業所、宮崎営業所、鹿児島営業所、
山口営業所、愛媛営業所、佐賀出張所、天草出張所、
大隈出張所
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度を維持した商品の提供を実現し
ています。

会社の発展は社員の幸せと共に
－どのような時代であっても事業
が持続していくためには、人材が
育っていくことが重要ですので、
社員教育には特に力をいれていま
す。日常業務の中での指導はもち
ろんですが、私の想いと全社員の
意識を統一するため、新入社員全
員を人材養成の専門機関へ派遣し、
「組織のあり方」や社内ルール遵
守の重要性を徹底して指導してい
ます。また、事業所の移転新設に
合わせて、設備更新による労務環
境の改善を進めており、社員のや
る気がでる環境整備に努め、会社
を通じて社員が幸せを実感できる
職場づくりを目指しています。

「共生の理念」を機軸とし企業連
携や協力関係を強化し将来を切り
拓く
－当社は創業５０周年の記念すべ
き年であった２００８年４月に、新

社屋を移転新設いたしました。西
九州自動車道開通の利便性を考え
ての移転で、効率の良いローコス
ト物流を目指すうえで重要だと判
断したからです。本社機能の充実
は、お得意先様に対するリテール
サポート体制の向上に繋がってい
くものと思っています。
現在、当社は九州一円、中・四
国にかけて全部で１５ヵ所のネッ
トワークを持ち、円滑な物流体制
を可能にしています。私どもは、
共生の理念である「消費者の皆様
の満足はお得意先様、お取引様と
共に」「地域社会貢献は地元の皆
様と共に」「社業の発展は社員の
幸せと共に」という３つの精神を
基軸とし、今日まで事業に邁進し
てまいりました。業界を取巻く環
境はまさに激変の中にありますが、
異なる地域での同業種同業態の企
業連携や提携、協力関係をさらに
強化し、アイスクリームや冷凍食
品における専門性の強みを活かす
ことで、将来の展望を切り拓いて
いきたいと考えています。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

変化の激しい流通業界におい

て、当社は昨年創立５０周年を

迎えられ、冷菓卸業では九州最

大の企業へと成長されています。

その成長の大きな要因は、お取

引先への徹底したきめ細やかな

サポートの実践と、物流効率化

に対する卓越した先見性である

と思います。

当社が掲げてこられた「共生

の理念」は、現在のような激し

い変化の時代において、今後ま

すます重要な考えとなるのでは

ないでしょうか。これからのさ

らなるご発展が楽しみです。

共生の理念 アイスクリーム専用の配送トラック

氷点下２５℃の冷凍倉庫内 左から川畑支店長、佐々木社長、鬼木頭取 当社が手掛けたアイスクリーム売場
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中小企業におけるＩＴ導入のポイント

電気通信機器� 電子計算機本体・同付属装置� ソフトウェア �
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図１ 日本のＩＴ投資額の推移

（出所）総務省「ＩＣＴの経済分析に関する調査」（２００９年）
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図２ 資本金規模別にみた一社平均情報処理関係
諸経費の推移（２０００年＝１００）

（出所）経済産業省「情報処理実態調査結果報告書」（２００８年）を基にＦＦＧ作成

はじめに

インターネットの普及とともに、「ＩＴ（イン

フォメーション・テクノロジー）」と呼ばれる

情報技術は社会へ急速に浸透し、企業経営にお

いてＩＴはなくてはならない不可欠なツールと

なっています。このＩＴを活用して新しいビジ

ネスモデルを創り出し、経営を劇的に変革する

企業が現れる一方で、多くの中小企業において

は部分的な導入に留まり、必ずしも充分に活用

するまでには至っていないのが実状と言えます。

このレポートでは中小企業におけるＩＴ導入

の現状を踏まえ、ＩＴの利用環境の変化や活用

事例の紹介などから、ＩＴ導入のポイントにつ

いてまとめてみたいと思います。

１．ＩＴ（情報技術）の定義

従来のＩＴ（情報技術）とは、コンピュータな

どが持っている、情報の加工や編集、伝達に関

する技術のことを指していました。しかし、コ

ンピュータがネットワークと融合した現在では、

インターネットに代表されるネットワーク技術

や、その中を流れる情報の表現や処理方法に関

する技術も含めた広義の意味を持つようになっ

ています。

このような広い意味での「ＩＴ」は、ここ１０

年でこれまでの１００年分に相当するような急速

な進歩を遂げたと言われています。また、企業

経営においては、早く・最適なかたちで・効果
的に活用することによって、競合他社との差別
的な優位性を獲得する有力な手段になるため、

注目されてきています。このようなことなどか

ら、今日におけるＩＴとは「企業における競争

戦略を効果的に実現できるコンピュータや通信

等の活用技術」と定義することもできます。

２．中小企業におけるＩＴ導入の現状

次に、国内の企業数の殆ど（９９％以上）を占め

る中小企業における、ＩＴの導入状況や導入の

阻害要因などについてみてみます。

� ＩＴ投資の状況

国内全体の情報化投資は順調に増加し、ソフト

ウェアが４８．３％を占める

国内民間企業の設備投資額は２００３年以降順調

に増加し、２００７年は前年比６．０％増加して１９兆

８，０００億円となりました（図１）。設備投資総額

に占める情報化投資の割合は２２．０％で、近年の

水準はほぼ安定しています。

情報化投資の内訳をみると、ソフトウェアが

４８．３％、電子計算機本体ほか４２．２％、電気通信

機器９．５％と、ソフトウェアの割合が最も高く

なっています。

小規模企業のＩＴ投資額は２０００年比４割の水準

にまで低下

図２は企業一社あたりの情報処理関係の諸経

産業調査
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図３ ＩＴ未導入の経済的な理由（売上高別）

（出所）経済産業省「平成１７年度中小企業ＩＴ利活用実態調査」
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図４ 中小企業のＩＴ導入率

（出所）日本商工会議所「中小企業のＩＴ活用に関する実態報告書」（２００８年３月）

費を、資本金規模別に推移をみたものです（２０００

年＝１００）。

全体（合計）の動きをみると、２００５年までは１００

前後で動いていましたが、０６年に７７．９へと大き

く低下した後、０７年は８３．２へ回復しています。

資本金が１０億円を超える大企業は、時期に

よって多少上下していますが、おおよそ１００前

後の安定した水準で推移しています。０６年に１０

億円～１００億円の企業が６７．９にまで低下しまし

たが、０７年は１０３．５、１００億円超の企業は１０４．１

と２０００年の水準をやや上回っています。

一方、資本金１億円以下から１０億円までの規

模の企業をみると、１億円以下では０３年の１１８．９

をピークに低下に転じ、０７年は３８．９にまで落ち

込んでいます。資本金１億円～５億円、５億円

～１０億円の企業についても、それぞれ０４年、０５

年をピークに低下し、０７年には２０００年のほぼ４

割の水準となっています。

国内景気が回復期にあった０２年から０７年にか

けて、大企業のＩＴ投資額は安定した水準を

保って推移したのに対し、資本金１億円以下を

はじめとする１０億円以下の企業は４割に低下す

るという、企業規模による二極化が鮮明になっ

ています。

� ＩＴ導入の状況

ＩＴ未導入の最大の理由は費用対効果が明確で

ないこと

中小企業でＩＴ導入が進まない理由をみると

（図３）、全体では「費用対効果が見えない」が

約６０％で最も多く、「経済的な余裕がない」の

約３０％を大きく引き離しています。売上規模が

小さい企業ほど「経済的余裕がない」の割合は

多くなっていますが、それ以上に「費用対効果

がみえない」とする割合が多くなっています。

「パソコン」や「ブロードバンド」など利用の

基盤となるＩＴの導入率は高い

中小企業のＩＴ導入状況をみると（図４）、「パ

ソコン」（９４．５％）、「ブロードバンド」（８６．８％）、

「オフィス系ソフト」（９１．４％）、「メールソフ

ト」（８８．９％）、「セキュリティ」（８２．０％）など、

利用の基盤となるＩＴの導入率は８割から９割

を超えています。

しかし、「サーバ」や「グループウェア」、「販

売管理」ソフトや「顧客管理」ソフトなど、戦

略的に使いこなそうとするためのＩＴの導入率

は低位に留まっています。

特に従業員数２０人未満の企業でＩＴ導入が進ん

でいない

上記のとおり、業務用ソフトのうち「財務会

計」と「給与管理」ソフトの導入率は６６．３％、

５５．３％と５０％を上回っているものの、さらに従

業員数別に中小企業のＩＴ導入状況をみると

（表１）、従業員数２０人未満の企業では、４９．４％、

２７．５％と５０％を下回っています。また、ハード
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ウェア環境での「自社サーバ」、ネットワーク

環境での「社内ＬＡＮ」、アプリケーション環

境での「セキュリティ」についても、従業員数

が２０人未満の企業の導入率は、２０人以上の企業

と比較して一段低くなっています。

このように、中小企業の中で特に従業員数２０

人未満の企業では、利用の基盤となる導入に留

まり、戦略的ＩＴの導入が進んでいないことが

わかります。

中小企業においてＩＴ導入がなかなか進んで

いない現状のなかで、これからＩＴを導入し戦

略的に使うためには、どのように取組めば良い

のか、続いてＩＴ導入に関わる環境の変化につ

いてみていきます。

３．中小企業のＩＴ導入に関わる環境の変化

� 経営環境の変化

顧客ニーズの多様化

経営環境での最も大きな変化は顧客ニーズの

変化です。顧客ニーズの多様化が定着し、どの

ような事業分野においても単純に商品やサービ

スを提供するだけでなく、顧客一人ひとりの多

様な好みに応えることを求められるようになり

ました。この顧客の変化に応えるためには、顧

客のニーズを的確に捉えるとともに、求められ

る多様な商品やサービスを提供することができ

なければなりません。変化を的確に捉え対応策

を講ずるには、多様化したニーズをデータ化し

分析するＩＴの力が必要です。

インターネット直販と企業間電子商取引の拡大

インターネットの普及は既存の流通網を介さ

ない顧客との直接取引を可能にし、電子商店街

（モール）を始めとするインターネット直販市場

は、景気の動向に関係なく急速に拡大しています。

また、企業間の受発注や見積もりなどを電子

データの交換で成立させる電子商取引（ＥＤＩ）

は、専用線を用いる方式から、インターネット

を介する方式（Ｗｅｂ‐ＥＤＩ）を使うことによっ

て、大手だけでなく中小企業にまで取引は拡大

しています。

海外取引の活発化

大手企業などの海外への工場移転が続いた時

代を経て、現在では規模の大小に関わらず、様々

な業種において海外企業との取引が活発化して

います。インターネットの普及は経済のグロー

バル化を推し進め、中小企業においても海外取

引は身近なものへと変わりつつあります。

中小企業を取り巻く経営環境において、消費

者ニーズの多様化への対応、インターネットを

介する電子商取引の拡大、海外取引の活発化な

ど、製造業、非製造業を問わず、ＩＴとの関わ

りは必須となっており、経営課題解決のために

はＩＴ環境の整備が不可欠といえます。

� 情報技術の進化

ＩＴの新しいスタイル「クラウドコンピュー

ティング」

インターネットの普及とともに、高速なネッ

トワーク環境が広く行き渡り、コンピュータを

利用するシステムは新たなスタイルへ進化しよ

うとしています。今、ＩＴの新しい潮流として

注目されているのが「クラウドコンピューティ

ング」システムです（図５）。

産業調査

表１ 従業員数別ＩＴ導入率
２０人

未満
２０人～
４９人

５０人～
９９人

１００人～
以上

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア

環
境

パソコン ９１．８ ９５．６ ９６．７ ９７．３
サーバ〔自社に設置〕 ３０．１ ６０．２ ７５．０ ８６．８
サーバ〔ホスティング〕 ２８．７ ４２．８ ４６．０ ５４．１
オフィスコンピュータ １７．５ ３４．３ ３４．０ ４５．２

Ｎ
Ｗ

環
境

ブロードバンド環境 ８０．２ ９０．１ ９２．７ ９２．８
社内ＬＡＮ〔無線含〕 ５７．０ ８１．９ ８４．７ ９２．３

イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
環
境

ＨＰ開設〔会社紹介用〕 ５５．０ ７５．７ ８０．１ ８９．３
ＨＰ開設〔ｅコマース用〕 １８．２ １８．５ １８．９ １８．９
他社サイトへの出店 １０．７ １０．２ １２．６ １２．４
ＥＤＩ ７．６ １６．６ ２３．２ ３０．６

ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
環
境

オフィス系ソフト ８６．８ ９３．４ ９７．３ ９４．７
メールソフト ８５．０ ９０．４ ９３．３ ９２．２
セキュリティ ７４．８ ８２．９ ８９．０ ９０．９
グループウェア １６．７ ３１．９ ３８．５ ６１．５
財務会計 ４９．４ ７０．７ ８３．２ ８４．４
給与管理 ２７．５ ６９．６ ８１．１ ７９．９
販売管理 ３７．３ ５４．４ ５４．４ ６５．６
顧客管理 ３０．１ ３８．４ ４２．８ ４６．２
人事管理 ７．４ １７．８ ２３．５ ４２．９
生産管理 １０．２ １９．３ ２５．７ ３２．６
ＥＲＰ ５．１ １２．４ １４．０ １９．６
ＳＦＡ ２．７ ６．６ ５．５ １５．１
２５％～４９．９％ ５０％～７４．９％ ７５％～１００％

（出所）日本商工会議所「中小企業のＩＴ活用に関する実態報告書」（２００８年３月）
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1990年代� 現在� 将来�

大型コンピュータの時代�
PCの時代�

（ダウンサイジング）�
→インターネット接続�

インターネットサービスと�
データセンタの時代�

→クラウドコンピューティング�

企
　
業�

個
　
人�

大型コン�
ピュータ�端　末�

PC

PC

ITシステム�

PC

PC

端末�

端末�

端末�

端末�

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト�

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト�

SaaS�
ITアウトソーシング�

インターネット�
サービス�

デ
ー
タ
セ
ン
タ�

現在、私たちが利用しているパソコン（ＰＣ）

は、多くの場合、それぞれがソフトウェアを持

ち、企業においては社内ＬＡＮなどのＩＴシス

テムに接続したり、個人では単独の状態などで

使用しています。そのパソコンの殆どは、ブロー

ドバンドなど高速回線でインターネットに接続

されています。

そこで、将来的なコンピュータシステムのか

たちとされているのが、端末と接続するイン

ターネットを雲とみなし、ネットワーク上に存

在するサーバが提供するサービスをあたかも雲

から降ってきたかのように使うという意味で、

クラウドコンピューティングと呼ばれるシステ

ムです。このシステムでは、端末にソフトウェ

アを持つ必要がなく、インターネットを介して

データセンタに接続することでソフトウェアを

使うことができます。このようなソフトウェア

の提供方法はＳａａＳ（Software as a Service「サー

ビスとしてのソフトウェア」）と呼ばれ、必要な

時に使う分だけの利用料を支払います。現在、
※

経済産業省が推進しているＪ－ＳａａＳの提供

が本年３月から始まっており、中小企業のＩＴ

化推進に寄与するものと期待されています。

しかし、反面、Ｊ－ＳａａＳを知らない企業も

多く、普及は今後の啓蒙活動次第とも言えます。

※Ｊ－ＳａａＳの詳細は http://www.j-saas.jp を参照

クラウドコンピューティングでは自前でシステ

ムを所有せず保守管理も不要

クラウドコンピューティングとこれまで

（ＰＣの時代）のコンピュータシステムの大きな

違いは、自前でシステムを持たないことです。

発生するデータもデータセンタに保存できるの

で、ハードディスクやサーバを整備する初期投

資が不要で、ソフトウェアやサーバなどのシス

テム保守管理からも解放されます。

クラウドコンピューティングの将来的な普及

を睨んで、日本を含め世界の主要なＩＴ関連企

業は既にデータセンタなどの整備を積極的に進

めており、コンピュータの利用環境は急速に新

たなかたちへ変わろうとしています。Ｊ－

ＳａａＳに代表されるクラウドコンピューティ

ングは、中小企業にとってＩＴ利用の大きな負

担となっている経済的、人的コスト問題の解決

手段となる可能性を、大いに秘めています。

４．ＩＴを積極的に経営に活用している事例

ここでは、事業にＩＴを上手に取り入れて経

営に活用している企業として、九州ＩＴ経営力

大賞（２００９）受賞企業２社と、Ｊ－ＳａａＳ利用

企業を取り上げ、その活用内容や効果について

紹介します。

図５ ＩＴの新たな潮流

（出所）経済産業省「経済産業省が推進する中小企業向けＳａａＳ事業（Ｊ－ＳａａＳ）について」
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【株式会社 鐘川製作所】
代表者 鐘川 喜久治 所在地 福岡県須恵町

ＵＲＬ www.kanegawa.co.jp ＴＥＬ ０９２‐９３２‐４６２９

資本金 ４，０００万円 設 立 １９６６年１０月

業 種 精密板金、建築金物 従業員 ４９名

【株式会社 トゥトゥモロウ】
代表者 坂田 知裕 所在地 福岡県福岡市

ＵＲＬ www.totomorrow.co.jp/ ＴＥＬ ０９２‐５２５‐１４１１

資本金 ２，７００万円 設 立 １９９３年１１月

業 種 宅配クリーニング 従業員 ２５名

■事業概要

・精密板金部門

ＩＴから車両・建築・環境・産業機械など多

岐にわたる分野の多品種少量の金属加工

・建築金物部門

建築工事における建築金物・建具や、モニュ

メント・オブジェ等の、設計から製作・施工

管理

■事業課題

・経営環境の変化に対応するため受注先を多様

化した結果、会社の利益構造がわかりづらく

なり、事業や取引先ごとの原価率や利益率を

把握する必要性が生じた

■ＩＴ活用内容

・生産管理のため工場内にＬＡＮを構築し、各

製造工程に配置したノートＰＣで生産進捗を

入力

・原価管理のため売上と生産管理データを連携

・イントラネットを構築し営業情報や総務業務

の作業管理を一元化

■ＩＴ活用効果

・取引先や受注事業ごとの原価明細がリアルタ

イムで把握できるようになり、戦略的営業を

実現

・作業ごとの利益寄与度を業績考課に反映した

ところ、社員のモチベーションが向上

■事業概要

・フランチャイズ主体のクリーニング宅配事業

（宅配ピザのクリーニング版）

・フランチャイジーやパートナーを集い、当社

が本部として窓口となり、受け付けた内容を

各フランチャイジーやパートナーに迅速に伝

えるためのシステムを提供

■事業課題

・ミスがなく迅速かつ効率的な指示・伝達の実

行

・顧客の都合の良い時間帯での予約受付の実現

・売上・利益など全活動の経過状況を、リアル

タイムで把握

・サービス品質維持、迅速なクレーム対応、機

会損失の防止

■ＩＴ活用内容

・お客様窓口を本部に一本化し、インターネッ

トを通じた集配予約や実際の集配状況を管理

できるＩＴシステムを自ら開発

■ＩＴ活用効果

・間接的な業務にとられる時間を削減

・顧客の要望に関してヒアリングや提案を行う

時間的余裕を確保

・システムを活用し集配状況を本部も把握でき、

案件への対応時間が短縮されたため顧客満足

度が向上

産業調査
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【株式会社 ヴィンテージ・プロダクションズ

＆コンサルティング】
代表者 郷田 和正 所在地 福岡県北九州市

ＵＲＬ www.vintage.ne.jp/ ＴＥＬ ０９３‐５１３‐７２５５

資本金 ８８０万円 設 立 ２００５年５月

業 種 コンサルティング 従業員 ６名

■事業概要

・ＷＥＢサイトの企画・コンサルティングおよ

び運営など

・成年後見業務など法律福祉システム開発・販売

・ネットワーク、ＩＴインフラ等のシステム構築

■事業課題

・総務業務や社内スケジュール管理に関わるコ

スト削減や圧縮

■ＩＴ活用内容

・出張旅費など経費管理業務のためのソフト

ウェアを、経済産業省が推進するＪ－ＳａａＳ

が提供するサービスで利用

■ＩＴ活用効果

・初期導入の費用を削減でき、毎月の支出額は

５，０００円／月（５ライセンス）

・ソフトインストール等の作業が不要

・バージョンアップ等の費用負担が発生しない

・ソフトの運用管理のための人員が不要

・経費管理業務のために発生していた雑作業が

減少し、システム開発など本来業務に全員が

注力

紹介した３社の業種や企業規模などはそれぞ

れ異なっており、ＩＴ導入の方法についても、

「鐘川製作所」ではシステムベンダーを通じて、

「トゥトゥモロウ」では代表者自らシステムを

開発、「ヴィンテージ・プロダクションズ＆コ

ンサルティング」ではＪ－ＳａａＳのホームペー

ジを介して導入するなど様々です

しかし、３つの事例に共通しているのは、そ

れぞれの経営課題に対し明確な目的をもって

ＩＴ導入に取り組み、成果を挙げている点だと

いえます。特に、「鐘川製作所」と「トゥトゥモ

ロウ」の取り組みは、ＩＴの導入によって他社

には真似の出来ない独自戦略を実現しています。

「ヴィンテージ・プロダクションズ＆コンサル

ティング」の事例では、先に紹介したＳａａＳに

よるサービスを利用して、中小企業ならではの

事業課題に対応された取り組みを紹介しました。

おわりに

中小企業を取り巻く厳しい状況を打開するに

は、新たな市場を開拓し、今までにないサービ

スを提供していくことも一つの手段です。そう

した取り組みに際して、力になるのがＩＴの活

用ではないでしょうか。まずは、自社の経営課

題を明確にすることが必要ですが、ＩＴの導入

により解決の可能性があるのか、検討してみる

価値は大いにあると思います。

ＩＴの進化のスピードには目を見張るものが

あり、様々なサービスが低コストで利用できる

環境が整ってきています。しかし、中小企業に

おいてはＩＴ化を推進する専門スタッフがいな

いために、ＩＴの導入が進まない現状もありま

す。中小企業のＩＴ導入をサポートする専門家

派遣制度として、中小企業基盤整備機構の「戦

略的ＣＩＯ育成支援事業」をはじめ、国（経済

産業省）や県、商工会議所などの様々な助成制

度があり、これらを活用するのも経営課題の解

決に役立つと思われます。

ＦＦＧビジネスコンサルティングにおきまし

ても、ＩＴコーディネータや中小企業診断士を

派遣し、お取引先のＩＴ化支援をお手伝いして

います。

（島浦 誠）

【お問合せ先】
�ＦＦＧビジネスコンサルティング
ＩＴ化支援 担当 吉田
ＴＥＬ０９２‐７２３‐２２４４ ＦＡＸ０９２‐７１３‐６４８６
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し ー ず

し ー ず�

し ー ず�

捨てていた焼酎粕が�
健康ドリンクになる?

―大学発 シーズ紹介―
しーず君

し
ー
ず�

し
ー
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し
ー
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し
ー
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し
ー
ず�

し
ー
ず�

し
ー
ず�

し
ー
ず�

焼酎粕の中は宝の山。抗がん作用や美白効果にも期待！
～アミノ酸、クエン酸、オリゴ糖など栄養素がいっぱい～

うえおかりゅういち

崇城大学 生物生命学部 上岡龍一 教授

焼酎ブームが続く中、その製造過程で大量に出る焼酎粕の処理問題が深刻
化しています。実は、この焼酎粕の中には、アミノ酸、クエン酸、オリゴ糖
などの栄養素が豊富に含まれていることが知られています。先生の研究の結
果、“抗がん作用”や“美白作用”にも効果があることが解明されました。
今後、更に研究が進めば、健康・医療分野において新しい可能性を秘めてい
ます。

先生の自己紹介をお願いします。

先生 ３０年以上にわたり、「人工細胞膜（ハイブ
リッド型リポゾーム）」と呼ばれる天然素
材を用いた“副作用のない抗ガン薬”の研
究開発を行っています。

し
ー
ず�

し
ー
ず� 研究の背景について教えてください。

先生 焼酎人気が続く昨今、その製造過程で生じ
る“焼酎粕”は、国内で年間６０万トン以
上とも言われており、その処分方法には大
きな関心が集まっています。これまでは中
和処理後に海洋投棄を行っていましたが、
「ロンドン条約（廃棄物その他の物の投棄
による海洋汚染の防止に関する国際条
約）」の批准（０７年４月施行）によって禁止
されてしまいました。このような状況下、
国の研究機関から焼酎粕の有効利用につい
て相談を受けたことがきっかけで、焼酎粕
の研究を始めることになりました。

どのような研究ですか？

先生 焼酎粕（焼酎蒸留粕）自体は、ドロドロした
液体なので、実験に使用できるよう加工が
必要です。まず超遠心分離機を用い固形成
分を除去、更に、ろ過処理、凍結乾燥、溶
媒処理を経て、焼酎粕エキスをパウダー状
にします（図１）。パウダー状に乾燥するこ
とで、保存期間を長期化できますし、様々
な物質との配合が可能となり、応用性も高
まります。
研究の結果、米・麦・芋の焼酎蒸留粕エ
キスには、種々のガン細胞に対して増殖抑
制効果を示すことが明らかとなり、動物レ
ベルにおいてもラットに対する安全性が確
認できました。

今後の展開について教えてください。

先生 これまで実証した研究成果を基に、大学内
でベンチャー企業「株式会社健康予防醫學
研究所」を設立し、焼酎粕を使った機能性
飲料の取扱いを始めました。医薬品として
成果を出すためには、莫大な時間と費用を
要しますので、まずは実用化のファースト
ステップと考えています。

企業の皆様へ一言お願いします。

先生 研究室はスタッフが８名、大学院博士課程
９名、大学院修士課程２０名、学部４年次
２２名と総勢約６０名の大きな研究グループ
です。
「団結と信頼」をモットーに日々成長し
ている学生達との共同研究への参画をお待
ちしています。

■特許番号 特許第２６９４７０１号

特許第４０７１０６２号

《お問合せ先》
�ＦＦＧビジネスコンサルティング
担当：今泉 ＴＥＬ０９２－７２３－２２４４ ＦＡＸ０９２－７１３－６４８６

（第７回）

上岡教授（前列中央）とスタッフの
みなさん

図１ 研究過程における焼酎粕の処理方法
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REPORT

１．中国経済の現状と見通し

昨今の世界経済はサブプライム問題を発端と

する世界的な金融危機により、２００８年後半あた

りから世界の景気は急激な悪化を辿っています。

ＩＭＦやＯＥＣＤなどの国際機関が、０９年度の

世界のＧＤＰ成長率が、戦後初めてマイナス成

長に陥ると予想するなど、事態は深刻化してい

ます。

その為、Ｇ７やＧ２０など先進国及び新興国の

首脳会議や財務相会議などの会合では、世界各

国が景気浮揚の為の経済対策を打ち出す方向で

協調体制を取ることが決められました。各国は

それぞれ財政出動を行い、景気の下支えをする

計画を立てています。

そのような中で、中国の財政出動（景気刺激

策）の規模は群を抜いています。中国の景気刺

激策の総額は、今後２年間で４兆元（約６０兆円）

と発表されています。金額ベースではアメリカ

の２年＝約７８７０億ドル（約７８兆円）には及びませ

んが、ＧＤＰ比ではアメリカが約２．８％である

のに対し、中国は約６．５％にも上ります。

この景気対策が効果を発揮し、中国のＧＤＰ

成長率は０９年度もプラス８％台を達成する勢い

です。世界全体がマイナス成長と予想されてい

る中ですから、突出した数値となっています。

そもそも中国の経済成長は減速しているとは

いえ、中国政府は外需から内需への転換を進め

ることで、０９年においても８％という高い成長

率を堅持しています。このような状況をみると、

中国の存在感が更に高まることは間違いありま

せん。

グローバル企業においても欧米・日本といっ

た先進国市場が低迷する中で活力のある中国を

益々重要視せざるを得ない状況にあります。上

段でも説明したとおり、中国は内需拡大に向け

大きく舵を切っており、これまで以上に中国国

内の消費拡大が期待されます。これは外国企業

にとっても大きなビジネスチャンスであり、中

国市場へ熱い視線が向けられる理由となってい

ます。

２．中国市場動向と商談会について

中国市場は従来から製造コストダウンを図る

観点から「世界の工場」として位置付ける動き

がありますが、一方で、近年は著しい成長を遂

げる中国市場を「世界のマーケット」として位

海外リポート

道路・鉄道・電気などのインフラ整備 １５，０００

四川大地震の復興対策費 １０，０００

低所得者向けの住宅開発 ４，０００

農村部対策 ３，７００

技術開発・産業構造調整対策 ３，７００

環境保護対策 ２，１００

医療・福祉・教育対策 １，５００

合計 ４０，０００

上海商談会事情
中国の景気対策の内訳 （単位：億元）

上海ワールドフィナンシャルセンターより
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置付ける動きが高まってきています。中国市場

が注目される中、自社商品のＰＲを図り効率的

なビジネスマッチングを行う場として、中国主

要都市にて様々な商談会や展示会が開催されて

います。ここ上海でも年間約２００程度の各種商

談会及び展示会が開催されています。今回は、

ＦＦＧが共催行として参加した製造業向けの「も

のづくり商談会＠上海（２００９ＳＵＭＭＥＲ）」に

ついてご紹介致します。

小報３０～３５ページにおいて、今後中国及びアジア主要都市で開
催される展示会情報を掲載しておりますのでご活用ください。

３．ものづくり商談会＠上海（２００９ＳＵＭＭＥＲ）

概要

商談会はＮＣネットワークチャイナの主催、

ふくおかフィナンシャルグループ（福岡銀行・

熊本ファミリー銀行・親和銀行）の他、地銀８

行、日本貿易振興機構（ジェトロ）上海センター

等の共催により、０９年７月１６日、上海世貿商城

（上海マート）にて開催されました。

本商談会は出展企業が調達したい商品を展示

する「逆見本市」形式となっており、機械部品、

電子類部品、金型部品、ゴム・プラスチック部

品、材料、表面処理など合計１３１社の企業が参

加しました。

商談会は午前と午後の２部に分けられ、出展

企業のニーズを事前にヒアリングし、マッチン

グ候補企業を選定した上での予約制で確度の高

い個別商談会を行いました。午前は出展企業同

士による商談、午後は中国企業などとの「個別

商談」及び「フリー商談」の２本立てで構成さ

れました。今回の「ものづくり商談会」は、Ｆ

ＦＧが参加した過去３回の商談会の中では最大

規模のものとなりました。新たな取引先開拓を

海外リポート

開 催 日 時

平成２１年７月１６日� ９：００～１６：００

午前：出展企業中心の商談（個別面談形式）

午後：地元サプライヤーとの商談（オープン形式）

開 催 場 所
上海世貿商城（上海マート） ７階

中華人民共和国上海市延安西路２２９９号

参加対象企業
機械・金属・金型・プレス業など、中国での部品調

達先や委託加工先をお探しの企業

出 展 社 数
１３１社（うち、ふくおかフィナンシャルグループ取引

先１１社）

主 催 NCネットワークチャイナ

共 催

ふくおかフィナンシャルグループ（福岡銀行・熊本

ファミリー銀行・親和銀行）、

伊予銀行、大垣共立銀行、京都銀行、七十七銀行、

常陽銀行、中国銀行、

ほくほくフィナンシャルグループ（北陸銀行・北海

道銀行）、ジェトロ上海、

マークラインズ

商談会の特徴

製造業（主に自動車・家電・機械など）に特化し、

出展企業が買いたい製品・部品を

展示する「逆見本市」形式

（各行の取引先相互、および中国企業とのビジネス

マッチング）

【商談会概要】

16 FFG調査月報 2009年9月



前回（０８／０７） 今回（０９／０７）

項 目 件数 （％） 件数 （％）

大 変 満 足 １５ １２％ ２２ １７％

満 足 ６９ ５４％ ８０ ６２％

普 通 ３９ ３０％ ２６ ２０％

不 満 ３ ２％ ２ １％

未 回 答 ２ ２％ ０ ０％

合 計 １２８ １００％ １３０ １００％

前回（０８／０７） 今回（０９／０７）

項 目 件数 （％） 件数 （％）

出展したい ６６ ５１％ ８９ ６８％

一般来場として参加 ４ ３％ ５ ４％

出展しない １ １％ １ １％

わからない ５６ ４４％ ３２ ２５％

未 回 答 ２ １％ ３ ２％

合 計 １２９ １００％ １３０ １００％

狙う意欲的な中国企業など約１４００社（昨年対比

＋３００社）、約２５００人（同＋８００人）が来場、商談

件数も３０００件（同＋３００件）に上りました。

＜今回の商談会におけるＦＦＧ取引先出展企業

１１社の商談会アンケート結果＞

・商談件数：４３８件（１社平均４０件）

・うち今後成約に結びつきそうな商談件数：３２

件（１社平均３件）

・当商談会に関する評価（１０点満点）

：平均８．０点

＜出展企業全体での比較＞

・今回出展した全体的な感想

・次回出展の希望

今回の製造業者向け「ものづくり商談会」で

は、世界に先駆けて景気が回復していることを

背景として中国企業の注目度が高く、来場者数

や商談件数は昨年と比べて大きく増加しました。

また、事前の商談先選定の精度も高まったこと

から、アンケートが示すとおり、出展企業の満

足度合いは昨年よりも上昇しています。商談会

出展企業（中国企業）は主に調達先を探すことを

目的として出展していますが、最近は中国を販

売マーケットと位置付け、販路拡大を目的とし

て出展する企業も増えており、効率的なビジネ

スマッチングを図れる場となっています。

４．まとめ

今年１０月２９日、３０日には「第３回日本食品展

示商談会」の開催が予定されています。本食品

展示商談会はＦＦＧ他地銀９行主催により開催

され、今回で３回目を迎えます。日本食品をテー

マに主催銀行の中国および日本の関連企業約

１２０社が出展予定となっており、日本食品をテー

マにした展示会としては最大規模となる予定で

す。食の安全問題に注目が集まる中、クオリティ

の高い日本食品業者が一堂に会する本展示商談

会には中国各地から、食品卸売業者、流通業関

係者、飲食業関係者など多くの業界関係者が来

場し、直接かつ有意義な商談が行われることが

予想されます。

福岡銀行の海外駐在員事務所（大連・上海・

香港）では、お客様が海外でビジネスを行う際

に必要となる情報の収集等を行っています。今

後中国でのビジネスを検討される方、商談会に

御興味がある方がいらっしゃいましたら、ＦＦ

Ｇ３行のお取引店を通じてお気軽にお問合せく

ださい。

（上海駐在員事務所 田中 正洋）
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深セン編

香港�

マカオ�

珠海�

江門�

仏山�
広州�

東莞�

深セン�

珠
江�

広東省�

凸版深センの工場内の様子

ＰＲＯＦＩＬＥ

凸版深セン・外観

凸版香港・外観

凸版印刷（香港）有限公司 凸版印刷（深セン）有限公司

今回は凸版印刷株式会社（本社：東京都台東
区）の海外拠点である、凸版印刷（香港）有限公
司（以下、凸版香港）と凸版印刷（深セン）有限公
司（以下、凸版深セン）の２社をご紹介します。
凸版香港は１９６３年に設立され、当初は欧米向

けの上製本と香港ローカル雑誌の印刷・製本を
行っていました。現在は香港のローカル雑誌の
印刷をメイン業務としています。ハイテクの輪
転印刷機、平台印刷機を導入し、高品質・高能
率の実現と営業努力により香港の週刊・月刊誌
で５０％という高いシェアを獲得しています。
一方、凸版深センは凸版香港の分工場として

１９９２年に設立されました。現在、日本向けの商
業印刷と欧米向け書籍印刷が中心業務です。工
場内には十数台の平台印刷機があり、手作業で
しか出来ない製品（上製本・手帳・カード・絵
本など）を製造しています。
ここで、位置的に近い工場（香港工場と深セ

ン工場は直線距離で１７キロ）が２つ存在してい
る理由についてご説明します。

中国には報道規制をはじめとする様々な政治
的規制が存在し、印刷物もその対象であり、地
図を印刷する場合などにも政府の許可が必要と
なっています。しかしながら、一国二制度下に
ある香港では、規制の内容が中国本土と異なっ
ているため、本土では断念せざるを得ない仕事
でも、多くの場合、対応が可能です。このよう
に深センで対応できない仕事を香港で対応する
ことで、受注機会の拡大に結びつけることがで
き、それが当社の強みとなっています。

凸版グループでは、中国で事業展開を行って
いく上で、様々なリスクを受け入れ、なおかつ
中国に貢献できるビジネスを展開することがで
きなければ成功は困難であると考えています。
そのため香港と深セン両工場の経営一体化を進
めてきており、この３年間の２社の連結営業利
益は増加傾向にあります。

今後は、凸版香港は香港・マカオにおいて更
なるマーケットの拡大を図り、凸版深センは世
界各地の凸版グループ営業所と新しいビジネス
スキームを構築しながら、受注シェアを伸ばし
ていく予定です。そして、中国国内の凸版グルー
プ各生産拠点との融合を進め、一丸となり中国
印刷業界ナンバーワンを目標に掲げ、成長して
いくことを目指しています。

（香港駐在員事務所 末松 尚樹）

■現地法人名／TOPPAN PRINTING CO.,(H.K.) LTD.

凸版印刷（香港）
有限公司

■住 所／１，Fuk Wang Street, Yuen Long
Industrial Estate, Yuen Long,
New Territories, H K

■Ｔ Ｅ Ｌ／＋８５２‐２５６１‐０１０１
■Ｆ Ａ Ｘ／＋８５２‐２４７５‐４３２１

■現地法人名／凸版印刷（深セン）
有限公司

■住 所／深セン市宝安区創業路２７工業区
■Ｔ Ｅ Ｌ／＋８６‐７５５‐２７９６‐３３１１
■Ｆ Ａ Ｘ／＋８６‐７５５‐２７９６‐３２６２

■親会社名／凸版印刷株式会社
■住 所／東京都台東区台東１‐５‐１
■Ｔ Ｅ Ｌ／０３‐３８３５‐５１１１（代表）

海外進出最前線

香港と深センの位置図
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九州の鉱工業生産動向
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全国と九州の鉱工業生産指数
（２００５年＝１００・季節調整済）

（出所）九州経済産業局
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（出所）九州経済産業局

［基調判断］………在庫調整の進展などにより、持ち直しで推移している

２００９年６月の九州地区の鉱工業生産指数（季節調整済）は、在庫調整などが進展しており、前月比

４．９％上昇し４ヵ月連続で前月実績を上回りました。九州地区の生産には全国を上回る勢いで持ち直

しの動きがみられます。

［業種別動向］………電子部品・デバイス工業が大きく上昇

鉱工業生産指数の前月比４．９％上昇について、業種別に寄与度を見ると、輸送機械、金属製品など

でマイナスになったものの、ゲーム機やデジタル家電などに使う製品の需要が堅調だったこともあり、

電子部品・デバイス工業など全１７業種中９業種でプラスとなりました。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）福岡県
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福岡県の大型小売店販売額

（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………生産活動で持ち直しの動き

生産活動は、多くの業種で持ち直しの動きが見られます。

しかしながら消費は依然として生活防衛意識が強く、大型小売店販売額は前年を回っています。ま

た、住宅投資や公共投資でも前年を下回りました。企業倒産も、件数、負債総額ともに増加しました。

福岡県の景気は、厳しい情勢にあるものの、生産活動などが持ち直し、回復の兆しが出てきている

といえます。

［生産活動］……………総合指数は３ヵ月連続で上昇

５月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、基幹産業である自動車や鉄鋼などで減産幅

を緩和したことなどの影響で、総合指数は７９．６と、

前月比９．９％上昇しました。

総合指数の上昇は３ヵ月連続となり、生産活動

は持ち直しているといえます。

主要業種では、すべての業種が上昇で推移して

おり、鉄鋼は前月比２１．６％、一般機械は前月比

１２．３％、輸送機械は前月比２５．５％、化学は前月比

１３．５％の上昇率でした。

［大型小売店］……………百貨店は減少、大型スーパーは微増

百貨店では、バーゲンセールの前倒しにより婦

人衣料などに動きが見られましたが、販売額の伸

びる日曜日が１日少なかったことなども響き売上

を伸ばせず前年比９．２％減となりました。

一方スーパーは、消費者が外食を控える節約志

向の影響で、商品単価は下落傾向にあるものの食

料品が堅調で、前年比０．１％増加しました。

トータルでは前年比４．０％減の５１５億円となり、

依然として消費者の生活防衛意識が強く働いてい

るようです。

福岡県経済動向
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福岡県

［住宅建設］…………貸家・分譲の減少が著しく７ヵ月連続の前年割れ

６月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比２．９％

増の８０７戸、貸家で同５８．８％減の１，１４３戸、分譲で

同４８．７％減の３４３戸となり、全体では同４２．５％減

の２，４３９戸となりました。

前年同月と比較すると貸家・分譲の着工が著し

く減少していますが、これは住宅分野の市場の冷

え込みから、在庫処分を優先させる業者の動向が、

着工を抑制しているためと考えられます。

そのような中、持ち家では前年比で増加してい

ます。長期優良住宅制度が６月から始まったこと

が影響していると考えられます。

［公共工事］……………件数は増加、請負金額は減少

６月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数については政府の景気対策の効果もあって前

年比１７．６％増の６３６件となりましたが、金額は同

１９．２％減の２４４億円となりました。

発注者別では、「県」が藤波ダム建設の大型案

件などで前年比４０．６％増となりましたが、「国」

「独立行政法人」「市町村」「その他公共的団体」

で発注が減少しました。

［企業倒産］……………倒産件数、負債総額ともに増加

７月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、前月比では件数、金額とも減少している

ものの、前年比では件数は１０件増加の４５件、負債

総額は同９３．６％増となる９４億円となりました。

スーパー経営の大型倒産（負債総額１６億円）が発

生したほか、中小企業の資金繰りを支援する緊急

保証制度を利用した企業の倒産も発生しており、

先行きは不透明です。

経済動向

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向

2008
5435 6 7 8 9 10 11 12 1 2

2009

170

130

150

110

90

70

30

50

総合指数� 一般機械工業� 電子部品・デバイス工業� 輸送機械工業� 食料品・たばこ工業�

熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）熊本県
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………厳しいながら回復の兆しもみられる

生産面では、電子部品・デバイスなどは低下したものの、総合指数はほぼ前月並みとなりました。

個人消費は所得環境の悪化などにより節約志向が続いていますが、住宅建設は貸家の増加でプラスと

なるなど明るい材料もみられます。公共工事は九州新幹線関連工事などにより一服感が見られますが、

企業倒産は低水準で推移するなど、厳しいながら回復の兆しもみられます。

［生産活動］……………電子部品・デバイスや一般機械が低下し、総合
指数は横ばい

５月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は前月比０．１％低下し７７．６となり

ました。

輸送機械や食料品・たばこは前月比上昇しまし

たが、集積回路の減産による電子部品・デバイス

や、特殊産業機械など一般機械は低下したため、

総合指数としては先月からほぼ横ばいとなってい

ます。

［大型小売店］……………節約志向で紳士服や家具の落ち込み大きく前
年比５．６％減

６月の県内大型小売店販売高は、販売額が伸び

る日曜日が昨年より１日少なかったこともあり、

前年比５．６％減の１３３億円と前年実績を下回りまし

た。紳士服や家具などが大きく落ち込むなか、お

中元ギフトの早期受注などで食品には動きが見ら

れ、前年同月比２．６％減少とマイナス幅は小幅で

した。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］……………貸家の増加などで前年比２．３％増

６月の新設住宅着工戸数は、全体では前年比

２．３％増の１，０８７戸と、前年を上回りました。持家

で前年比４．５％減の４６６戸、分譲は同１２．５％減の２８０

戸となりましたが、昨年１２月以来、着工を見合わ

せていた貸家に動きがみられ、同１９．５％増の４６６

戸と大きく増加しました。

［公共工事］……………件数、請負金額ともに減少

６月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比４．８％減の３１７件、金額が同７．１％減

の８７億円と、件数、請負金額ともに前年同月を下

回りました。

発注者別の請負金額をみると、「国」は同３７．８％

減、「独立行政法人等」は九州新幹線関連工事が

発生せず同７２．０％減となり、「県」は同１７．５％減、

「市町村」で同２９．６％増、「その他」で同７７．７％

増と、合計では前年を下回りました。

［企業倒産］……………件数、負債総額ともに低水準

７月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比２８．６％減の１０件、負債総額

が同４５．５％減の１５億６，２００万円となりました。緊

急融資制度の効果などにより、前年に比べて、件

数、負債総額ともに低水準で推移しています。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向
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長崎県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）長崎県
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（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］…………生産活動は持ち直し傾向が続く

生産面では、一般機械や電子部品・デバイスの増加などにより、鉱工業生産総合指数は２ヵ月連続

で前月比プラスとなりました。大型小売店販売額は前年割れが続き、住宅投資の動きが弱いものの、

県や市町からの前倒し発注に加え、国からの発注増で公共工事は増加しました。

［生産活動］……………２ヵ月連続で総合指数はプラス

５月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は９１．４と前月比１２．３％上昇し、２

カ月連続で上昇しました。

輸送機械は前月比僅かに低下しましたが、ボイ

ラ、タービン、クレーンが寄与した一般機械、集

積回路やシリコンウエハが増加した電子部品・デ

バイスや食料品・たばこ等は前月比上昇しました。

［大型小売店］……………節約志向が続き、前年比５．３％減

６月の県内大型小売店販売高は、節約志向が続

くなか、ギフトセールなどが振るわず、前年比

５．３％減の９２億円となりました。

業態別にみると、百貨店の販売高は家電が伸び

ているものの、衣料品や家具の落ち込みで同６．１％

減、大型スーパーの販売高は、比較的堅調な食料

品が下支えとなり同４．９％の減少に留まっていま

す。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］……………貸家の減少が響き前年比３２．５％減

６月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

１３．０％減の２１５戸、貸家では同４９．３％減の１８７戸、

分譲で同２９．１％減の９０戸となりました。分譲は前

月比増加したものの、前年同月の貸家の実績が大

きかった反動もあり、全体では同３２．５％減の５１１

戸と前年を下回りました。

［公共工事］……………「国」「独立行政法人」等からの受注増で件数金
額とも増加

６月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比３５．９％増の３９０件、金額が同２２．６％

増の１４１億円と、件数、請負金額とも前年比大幅

に増加しました。

発注者別の請負金額をみると、「国」は佐世保

高架橋工事などで、「独立行政法人」では長崎大

学病院の改修工事と西九州自動車道で、「県」は

工事の前倒し発注などで前年比２０．１％増、「市町」

では壱岐市漁港整備のほか小口の積み上げで同

１４．６％増加しました。

［企業倒産］……………件数、負債総額ともに低水準で推移

７月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比５８．８％減の７件、負債総額

が同７２．６％減の１８億２，０００万円となりました。４

月以降、公共工事の前倒し発注効果などもあり、

件数、負債総額ともに低水準で推移しています。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�
項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １０４．５ １．３ １０４．６ ４．６ １０２．１ ２．１ ４．０ １４．６ １８．３ １２０，８５９ ▲９．２ ９９，９９４ ２．７
２００７年 １０７．４ ２．８ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲４．０ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００８．５ １０９．３ ０．９ １０９．７ １．５ １０５．３ １．５ ６．１ ３．６ ４．８ ７，６７５ ▲９．６ ９，１５３ ▲３．３

６ １０７．１ ▲０．２ １０６．９ ▲０．８ １０６．２ ２．６ ▲３．９ ▲１．８ １６．７ ９，７４３ ▲１１．３ ８，４３０ ▲３６．５
７ １０６．８ ２．３ １０７．４ ３．０ １０６．３ ２．１ ▲２．２ ７．９ １８．２ １２，２０２ １３．８ １１，８５８ ６７．６
８ １０３．５ ▲７．２ １０３．９ ▲７．１ １０６．１ １．７ ▲１１．１ ０．２ １７．１ ９，２５３ ▲６．０ ９，１３３ ６７．５
９ １０３．６ ０．４ １０４．０ ▲０．５ １０７．７ ３．１ ３．８ １．５ ２８．８ １１，７２４ ５．５ ７，５２１ ６６．４
１０ １００．１ ▲６．６ １００．９ ▲７．１ １０８．９ ４．４ ▲５．３ ▲７．９ ７．４ １１，６９７ ▲０．４ ８，４６６ ３８．３
１１ ９３．１ ▲１６．５ ９３．６ ▲１７．０ １０９．５ ４．３ ▲１２．２ ▲２６．８ ▲１４．４ ８，４４３ ▲２．８ ７，３０３ ２．６
１２ ８５．３ ▲２０．７ ８６．０ ▲２０．７ １０９．７ ４．８ ▲２．７ ▲３５．０ ▲２１．５ ７，８５０ ▲６．４ ８，８１５ １４．０

２００９．１ ７６．７ ▲３０．９ ７６．７ ▲３１．６ １０８．０ ２．８ ▲３．８ ▲４５．７ ▲３１．９ ６，０１９ １．９ ７，６４９ １９．９
２ ６９．５ ▲３８．４ ７２．０ ▲３６．７ １０３．５ ▲１．７ ０．６ ▲４９．４ ▲４３．０ ６，３４９ ▲２．８ ７，９０８ ２９．２
３ ７０．６ ▲３４．２ ７３．１ ▲３２．４ ９９．８ ▲５．２ ▲１．３ ▲４５．５ ▲３６．６ １５，９６９ １５．３ ６，５７１ ▲２２．２
４ ７４．８ ▲３０．７ ７５．３ ▲３０．７ ９７．１ ▲７．２ ▲５．４ ▲３９．１ ▲３５．８ １３，２８８ ２０．５ ６，１０７ ▲２４．８
５ ７９．１ ▲２９．５ ７８．９ ▲３０．０ ９６．４ ▲８．４ ▲３．０ ▲４０．９ ▲４２．４ ７，８６６ ２．５ ５，２８９ ▲４２．２
６ ８０．９ ▲２３．５ ８１．７ ▲２２．６ ９５．３ ▲１０．３ ９．７ ▲３５．７ ▲４１．９ １０，９７７ １２．７ ６，７０９ ▲２０．４

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００６年 １，２９０，３９１ ４．４ １．５ ７．８ ２．７ １０２．２ ２．２ １００．３ ０．３ ２１１，４５０ ▲０．９ ３，１２６，２４９ ▲６．８
２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．０ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．８ ４．６ １０１．７ ▲０．３ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００８．５ ９０，８０４ ▲６．５ ▲５．７ ▲８．６ ▲３．１ １０８．９ ４．９ １０１．７ １．３ １６，９４４ ▲０．６ １９０，３３７ ▲４．４

６ １００，９２９ ▲１６．７ ▲６．６ ▲１５．１ ▲２７．２ １０９．９ ５．８ １０２．２ ２．０ １６，９０４ ▲２．７ ２４２，３２３ ▲１．８
７ ９７，２１２ １９．０ ２３．１ ２２．７ １２．７ １１２．４ ７．５ １０２．４ ２．３ １８，６５９ ０．２ ２６７，２６３ ９．４
８ ９６，９０５ ５３．６ ３５．６ ５９．６ ７３．７ １１２．５ ７．６ １０２．７ ２．１ １６，５２７ ▲１．０ １６５，６５３ ▲１２．９
９ ９７，１８４ ５４．２ １９．９ ６６．９ ８２．８ １１１．８ ７．０ １０２．７ ２．１ １５，５８９ ▲２．１ ２６９，０５６ ▲５．６
１０ ９２，１２３ １９．８ ▲４．３ ３５．４ ２８．９ １０９．５ ４．５ １０２．６ １．７ １６，６６８ ▲２．９ ２０２，１１９ ▲１３．４
１１ ８４，２７７ ０．０ ▲１１．７ １．７ １１．０ １０７．５ ２．４ １０１．７ １．０ １７，８２０ ▲１．７ １８５，９４１ ▲２７．９
１２ ８２，１９７ ▲５．８ ▲７．３ ▲４．１ ▲７．５ １０６．３ ０．９ １０１．３ ０．４ ２１，５９０ ▲４．８ １５７，９３９ ▲２２．９

２００９．１ ７０，６８８ ▲１８．７ ▲１０．８ ▲１８．４ ▲２６．４ １０４．７ ▲０．９ １００．７ ０．０ １８，０６９ ▲３．８ １５３，２７３ ▲２８．０
２ ６２，３０３ ▲２４．９ ▲９．９ ▲２８．５ ▲３４．４ １０４．２ ▲１．９ １００．４ ▲０．１ １４，４９７ ▲６．７ １９３，３９８ ▲３２．２
３ ６６，６２８ ▲２０．７ ▲１３．１ ▲１１．２ ▲４２．１ １０４．０ ▲２．５ １００．７ ▲０．３ １６，５１４ ▲６．７ ２８５，６４０ ▲３１．０
４ ６６，１９８ ▲３２．４ ▲１５．８ ▲３３．０ ▲５４．３ １０３．４ ▲３．９ １００．８ ▲０．１ １５，９６０ ▲５．０ １４６，２２９ ▲２７．２
５ ６２，８０５ ▲３０．８ ▲１４．９ ▲３３．３ ▲４８．１ １０２．９ ▲５．５ １００．６ ▲１．１ １６，１８５ ▲４．５ １５９，４１０ ▲１６．２
６ ６８，２６８ ▲３２．４ ▲１０．５ ▲３８．４ ▲５０．０ １０２．５ ▲６．７ １００．４ ▲１．８ １６，０２９ ▲５．２ ２１９，５０６ ▲９．４

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽自動車販売台数

台 前年比（%） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００６年 １，５０７，５９８ ８．７ ４４１，４４８ ０．１ ３２０，２３１ ▲２．８ １．０６ ４．１ １３，２４５ １．９ ５２，６５９ ０．４ ４０，０３５ １．８
２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００８．５ １０５，３８７ ▲２．１ ３３８，５７３ １．７ ３１５，１５２ ０．６ ０．９３ ４．０ １，２９０ ▲１．５ ５４，９９２ １．６ ４０，２５３ ２．１

６ １２１，１７６ ▲３．８ ５９４，３９３ ▲２．１ ３０７，９７５ ２．６ ０．９０ ４．１ １，３２４ １１．７ ５５，４２８ ２．９ ４０，４３６ ２．１
７ １１５，５３４ ２．１ ４８３，９１５ ▲１．２ ３３０，４８３ ２．７ ０．８８ ４．０ １，３７２ １２．９ ５４，８７７ ２．０ ４０，３８７ ２．２
８ ８９，１４２ ２．４ ４１２，２３５ ４．８ ３２２，５０１ ▲０．７ ０．８５ ４．１ １，２５４ ４．２ ５４，７０５ ２．２ ４０，４１８ ２．０
９ １２７，８３８ ▲１．９ ３５９，２０１ ▲１．０ ３０７，７７８ ▲１．１ ０．８３ ４．０ １，４０８ ３４．５ ５４，９４０ ２．３ ４０，６１９ １．８
１０ １１２，２８８ １０．２ ４０５，９８２ ２．４ ３１３，５４４ ▲４．０ ０．８０ ３．８ １，４２９ １３．４ ５４，４９９ １．８ ４０，９３１ ３．５
１１ １０９，１９７ ３．３ ３６６，６６４ ０．３ ３１０，１４６ ２．４ ０．７６ ４．０ １，２７７ ５．３ ５５，１６３ １．６ ４１，３６４ ４．２
１２ ９３，７５９ ▲６．０ ８２１，２８０ １．７ ３６５，４３５ ▲３．７ ０．７３ ４．３ １，３６２ ２４．２ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２

２００９．１ １０２，１０４ ▲３．９ ３６９，２０１ ０．６ ３２１，７３２ ▲５．７ ０．６７ ４．１ １，３６０ １５．８ ５５，１１８ １．７ ４１，８７２ ４．５
２ １３０，２７９ ▲８．７ ３９０，２９２ ▲３．１ ２９５，４９４ ▲１．０ ０．５９ ４．４ １，３１８ １０．４ ５５，５７０ ２．２ ４１，９４８ ４．５
３ １７７，０９１ ▲１１．０ ３６６，１６３ ▲３．５ ３４４，６４３ ０．５ ０．５２ ４．８ １，５３７ １４．１ ５６，４７０ ２．６ ４２，２２６ ４．３
４ ８９，５８５ ▲１４．４ ３８６，４４４ １．３ ３４４，５１４ ０．３ ０．４６ ５．０ １，３２９ ９．４ ５６，４０７ ２．４ ４１，７９７ ４．１
５ ８４，９９０ ▲１９．４ ３４１，７４８ ０．９ ３１７，１９５ ０．６ ０．４４ ５．２ １，２０３ ▲６．７ ５６，３１１ ２．４ ４１，７００ ３．６
６ ９９，５４９ ▲１７．８ ５６３，０５０ ▲５．３ ２９９，４３９ ▲２．８ ０．４３ ５．４ １，４２２ ７．４ ５６，８３２ ２．５ ４１，５９４ ２．９

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。着

工建築物工事費予定額（民間発注分）は、会社、会社でない団体、個人が建築主となっている工事の合計。大型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出
の前年比は、名目値の前年比。可処分所得・消費支出は、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含む）。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節
調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は年末、月末残高。都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信
用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。
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経済指標｜福岡県のデータ�

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 ９．２ ２３．６ ４，２５２ ▲１１．７ ３，５８６ ２１．８ ５８，９５２ ８．４ ▲１．５ ９．８ １５．２ １００．１ ０．１ ７０９，９２３ ▲１．８
２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００８年 ８．４ ２．２ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．３
２００８．５ ２３．９ ０．９ ６３９ ２７．４ ２５４ ▲３１．４ ５，１３３ ３４．３ ２．６ ９．８ １９０．２ １０１．０ １．１ ５６，６２５ ▲０．１

６ １２．６ １１．０ ３０２ １４．６ ４４９ ▲３６．６ ４，２３９ ▲２９．２ ▲７．７ ▲２８．７ ▲４６．０ １０１．５ １．５ ５３，６６１ ▲４．５
７ ３０．７ ６．７ ３９５ ２２．８ ４０４ ９６．６ ４，８０９ ７１．１ ３３．６ ７８．０ ９６．２ １０１．８ ２．０ ６６，７９２ １．８
８ ２８．８ ８．８ ３０５ ２．１ ４３９ ２６８．１ ４，４９２ ８４．４ １８．８ １１４．９ １２４．７ １０２．０ １．６ ５５，３５７ ▲０．９
９ ２０．４ ２３．４ ３８２ ３．９ ３０５ ▲３．２ ４，０７６ ８３．０ ７．２ １０９．０ １９２．１ １０１．８ １．５ ５０，６２４ ▲３．０
１０ ６．７ ０．３ ４５４ １．９ ３８９ １６５．７ ３，５２６ ２９．０ ▲１１．９ １８．５ ２１５．５ １０１．７ １．１ ５５，１６５ ▲２．３
１１ ▲１９．０ ▲１９．１ ２７９ ▲１９．８ １９２ １４．７ ３，１５３ ７．６ ▲１８．８ ９．７ ５７．７ １０１．０ ０．６ ５８，４１１ ▲２．５
１２ ▲３８．４ ▲１８．４ ２３５ ▲２５．５ ２６０ ▲１４．９ ３，４０５ ▲３．８ ４．４ ▲９．７ ３．０ １００．６ ０．２ ７６，３６１ ▲４．６

２００９．１ ▲４８．５ ▲３７．６ ２２０ ▲２２．３ １６６ ▲４７．０ ２，６７８ ▲３２．０ ▲１５．８ ▲７．０ ▲７５．１ １００．１ ▲０．１ ６０，１７６ ▲４．１
２ ▲５１．１ ▲４３．８ １６４ ▲１３．７ １４０ ▲４８．４ ２，８６６ ▲７．１ ▲１４．２ ▲３５．８ ８８．２ ９９．６ ▲０．１ ４８，０００ ▲５．７
３ ▲４３．６ ▲３６．０ ４３９ ▲２．５ ２１２ １０．７ ２，５２９ ▲２２．２ ▲１３．５ ▲２１．７ ▲１８．３ ９９．８ ▲０．４ ５４，１７１ ▲７．４
４ ▲２９．１ ▲３６．５ ４４７ ２８．４ １４４ ▲３２．８ ２，２６４ ▲４３．８ ▲２０．４ ▲５２．７ ▲４１．８ １００．２ ０．２ ５２，７４０ ▲４．６
５ ▲４０．１ ▲３６．７ ２２０ ▲６５．６ ２００ ▲２１．３ ２，３６７ ▲５３．９ ▲１８．０ ▲６７．９ ▲５０．２ １００．０ ▲１．０ ５４，２０５ ▲４．３
６ ▲２７．４ ▲３７．０ ２４４ ▲１９．２ １９０ ▲５７．６ ２，４３９ ▲４２．５ ２．９ ▲５８．８ ▲４８．７ ９９．７ ▲１．８ ５１，５０５ ▲４．０

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０２．６ ２．６ １０２．６ ２．６ １０９．３ ９．３ ９８．３ ▲１．７ １０７．４ ７．４ １０３．０ ３．０ １１３．８ １３．８
２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．７ ０．３ １００．８ ▲４．９ １１６．３ ２．４ １１３．７ １２．４ １１３．４ １．０ １０１．６ ▲１．１ １２２．１ ▲０．１
２００８．５ １０８．３ １０．６ １０５．７ ２．５ １０７．８ ▲２．３ １１８．０ ２５．９ １３６．８ ４６．５ １０９．３ １２．９ １１６．２ ▲１０．１

６ １０５．６ ６．７ １０４．８ １．５ １２０．４ ▲０．１ １０４．０ ５．９ １２５．９ ２１．７ １０４．６ ５．７ １２５．６ ０．４
７ １１０．７ １０．３ １０４．６ ▲５．４ １１６．５ ０．６ １１２．６ １２．６ １３６．７ ３７．２ １１３．８ １３．８ １１７．２ ▲０．１
８ １０２．７ ▲４．９ ９９．６ ▲８．２ １１３．５ ▲０．７ １１３．６ ８．６ １１２．７ ▲１３．０ １００．５ ▲７．６ １２４．９ １．６
９ １０２．０ ０．１ １０１．２ ▲５．８ １１７．６ ６．０ １１８．１ ９．３ １１３．０ ▲２．２ １０１．４ ▲１．２ １１５．８ ▲９．８
１０ ９７．０ ▲９．４ １０１．７ ▲２．１ １１０．４ ▲７．４ １１４．５ ８．２ ９８．４ ▲２４．３ ９５．１ ▲１１．４ １１９．２ ６．２
１１ ８９．３ ▲１６．８ ９１．４ ▲１４．３ １１２．１ ▲６．２ １０６．７ ０．５ ７６．１ ▲４２．６ ８３．３ ▲２３．０ １２４．６ ４．０
１２ ８６．４ ▲１８．７ ７８．２ ▲２７．５ １０８．９ ▲７．８ ９９．２ ▲７．５ ６８．９ ▲４６．９ ８１．３ ▲２４．２ １２９．１ ２．９

２００９．１ ７４．８ ▲２９．５ ５７．４ ▲４５．９ ８８．５ ▲２９．４ ８５．６ ▲２１．５ ６２．９ ▲４９．７ ７１．６ ▲３３．１ １２２．０ ▲４．５
２ ６４．８ ▲４１．４ ５６．５ ▲４７．４ ７２．５ ▲４１．８ ７５．７ ▲３４．８ ３８．４ ▲７１．４ ６０．０ ▲４６．２ １２２．３ ６．１
３ ７０．４ ▲３４．２ ５８．３ ▲４３．２ ６９．８ ▲４０．２ ８８．７ ▲２９．８ ４３．８ ▲６３．４ ６５．５ ▲３８．０ １１９．７ ▲３．１
４ ７２．４ ▲３２．２ ５８．４ ▲４５．２ ６３．８ ▲４７．５ ６２．８ ▲４８．０ ６７．０ ▲４５．２ ７３．０ ▲３１．６ １１８．１ ▲７．１
５ ７９．６ ▲２８．２ ７１．０ ▲３３．４ ６２．１ ▲４３．８ ７０．５ ▲４０．３ ８４．１ ▲３９．７ ７８．０ ▲３０．６ １１２．１ ▲３．８
６

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １１６，４０６ ▲７．４ ６０，０４３ ９．４ ４０７，７３９ ０．５ ３１８，９９７ ▲２．４ ０．８５ ５０２ ４．６ １６７，８１２ １．０ １３１，７４９ ▲０．５
２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００８．５ ７，０７２ ▲５．６ ４，２２１ ▲０．２ ２９４，９４４ ０．４ ３００，６１５ ５．３ ０．６６ ４６ ▲１４．８ １７２，６３０ １．９ １３４，７７９ ３．２

６ ９，２１９ １．４ ４，８３７ ０．３ ５０３，５０３ ６．２ ２６９，２６９ ３．８ ０．６４ ４９ １４．０ １７３，７１５ １．８ １３４，５０３ ２．７
７ １０，１６５ １０．２ ４，９１７ ２．６ ４２０，９５８ ▲１．８ ３０２，６１５ ▲４．１ ０．６３ ３５ ▲２７．１ １７１，８１２ ２．４ １３４，６９９ ２．４
８ ６，７１７ ▲１１．４ ３，６４３ ６．７ ３９０，４９２ １８．３ ３３２，１４５ ▲１．８ ０．６１ ４４ １８．９ １７２，５０９ ２．８ １３４，９８２ ２．８
９ １０，１４９ ▲２．０ ５，００７ ▲４．２ ３２５，２９１ ０．２ ２８４，１０９ ▲７．５ ０．６０ ５７ ２３．９ １７０，７５６ １．０ １３３，７７２ ０．９
１０ ７，７３１ ▲１１．１ ４，０６７ ２．５ ３５９，２７３ ▲７．３ ２９１，２８９ ▲１７．１ ０．５８ ５０ １３．６ １７１，０１１ ２．１ １３３，９３９ ２．１
１１ ７，３０６ ▲２４．２ ４，３９２ ▲３．１ ３２８，９７１ ▲３．４ ２６９，１７３ ▲７．１ ０．５７ ４９ ４．３ １７２，０７５ ２．１ １３５，２１３ ２．０
１２ ５，７９０ ▲２６．８ ３，４７６ ▲８．９ ７１９，０２１ ▲０．２ ３２１，０５９ ▲１５．１ ０．５４ ４６ １７．９ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４

２００９．１ ５，６６９ ▲２８．８ ４，３１７ ▲０．６ ３３１，０８１ ▲３．５ ２８０，７９５ ▲１５．９ ０．５３ ４７ ２７．０ １７４，０４７ ２．６ １３７，８９３ ３．５
２ ７，４１１ ▲３２．９ ５，４５１ ▲４．９ ３４０，３３４ ▲１１．３ ３２０，８５７ ▲１０．６ ０．４９ ３１ ▲３．１ １７４，８０２ ３．０ １３９，５３７ ３．８
３ １０，０６７ ▲３３．１ ７，２１０ ▲７．５ ３６３，５６２ ４．９ ３０２，７０７ ▲１２．６ ０．４７ ４４ ▲２６．７ １７３，１２３ ２．０ １３８，８３０ ２．８
４ ５，６２６ ▲２６．８ ３，４４３ ▲１４．５ ３６３，１５７ ６．８ ３４５，２２９ ０．４ ０．４４ ３６ ▲１０．０ １７６，９８４ ２．１ １３９，０５３ ３．８
５ ５，８３０ ▲１７．６ ３，０５８ ▲２７．６ ３２１，８０３ ９．１ ２８８，６０７ ▲４．０ ０．４１ ４２ ▲８．７ １７７，９９２ ３．１ １３９，６６４ ３．６
６ ８，０６８ ▲１２．５ ４，１０９ ▲１５．１ ５１２，６４２ １．８ ２６５，０１９ ▲１．６ ０．３９ ４８ ▲２．０ １７７，８６９ ２．４ １３６，９６５ １．８

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０９．６ ９．６ １００．５ ０．５ １２２．５ ２２．５ １１１．０ １１．０ ９９．２ ▲０．８ １０８．６ ８．６ １１２．０ １２．０
２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．５ ▲５．３ ９８．１ ▲１．２ １３８．６ ０．６ ７８．１ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １００．９ ▲６．８ １２４．４ ９．９
２００８．５ １０８．０ ▲０．３ １０２．４ ▲１１．３ １４４．５ ８８．０ ９７．７ ▲２０．９ ９４．２ ▲３４．０ １０５．９ ▲１．８ １１７．０ ４０．５

６ １０５．６ ▲０．１ ９９．４ ▲１３．４ １３４．９ ７８．５ ７２．１ ▲３８．１ １０３．６ ▲２２．５ １０１．３ ▲０．３ １２０．３ ４５．２
７ １０２．３ ▲２．５ ９９．３ ▲５．７ １３９．３ ８４．４ ６７．９ ▲４９．６ １０１．４ ▲２６．７ １０２．３ ▲１．８ １２４．８ ４６．２
８ １０３．１ ▲２．７ １０５．２ ▲７．７ １３０．３ ７１．３ ７０．３ ▲４２．６ ９８．０ ▲２７．９ １００．３ ▲６．４ １２２．３ ４３．９
９ １０３．３ ▲１．３ ８９．６ ▲４．３ １３８．０ ０．５ ６６．２ ▲３０．０ １０５．２ ２０．７ １０３．３ ０．９ １１９．２ ４．７
１０ ９８．９ ▲８．２ ９４．８ １．４ １３４．７ ▲９．２ ６３．１ ▲４２．１ １０２．６ ８．１ ９７．０ ▲１１．１ １２６．９ １４．２
１１ ９６．３ ▲１２．６ ９６．９ ▲２．５ １１３．５ ▲２２．９ ５６．３ ▲４３．２ １０４．６ １１．２ ９５．１ ▲１４．２ １３４．７ １８．８
１２ ９１．９ ▲１１．０ ９１．２ ▲１．１ １０７．６ ▲２２．２ ６９．１ ▲４０．１ １０２．１ ２７．８ ８８．９ ▲１１．３ １４３．５ ２６．３

２００９．１ ８１．４ ▲２３．２ ９６．５ ▲２．７ ８５．７ ▲４３．２ ６６．０ ▲２７．７ ７３．４ ▲７．１ ８０．５ ▲１９．８ １４４．９ １６．６
２ ７５．３ ▲３１．９ ９６．０ ▲７．９ ７５．２ ▲５３．６ ４９．６ ▲４５．２ ７３．５ ▲１０．４ ７５．６ ▲２８．５ １４５．８ １３．４
３ ７１．８ ▲３４．２ １００．３ １．２ ８１．０ ▲５０．６ ５４．２ ▲３２．２ ６８．１ ▲８．７ ７４．１ ▲３０．５ １２０．３ １．８
４ ７７．７ ▲２９．２ ９２．２ ▲５．３ １０７．９ ▲３０．２ ３７．３ ▲６８．０ ６８．３ ▲２２．２ ７６．９ ▲２８．２ １１２．９ ▲０．５
５ ７７．６ ▲２９．８ ６８．２ ▲５．３ １００．５ ▲３３．７ ３２．２ ▲６５．８ ７４．６ ▲２３．６ ７７．６ ▲２８．７ １１４．４ ▲２．３
６

出所 熊本県統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 １１．５ ９．６ ２，０７７ ２４．８ １，１６５ ▲５．５ １４，８０５ ５．５ ２．７ ７．６ ２０．６ １００．０ ▲０．０ １８８，８４０ ▲０．４
２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．６ ２６．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００８．５ ２７．０ ２１．８ １８０ ▲１１．４ ７３ ▲６５．１ １，０５６ ▲３１．０ ▲１２．０ ▲２４．１ ▲７９．５ １０１．０ １．１ １４，８２２ ▲１．１

６ ▲６．８ ▲１１．６ ９４ ▲２８．２ ８１ ▲４３．７ １，０６３ ▲２４．４ ▲１６．６ ▲５７．３ ３６３．８ １０１．４ １．７ １４，０５７ ▲４．２
７ ０．９ ７０．７ １２５ ▲１６．１ １７７ １６４．２ ９９３ １．３ ２２．８ ▲１０．６ ４２．９ １０１．５ ２．０ １７，３３０ ０．４
８ ４．０ ６４．３ １２８ ▲１４．５ ９３ ５７．７ １，２６８ ４６．９ １８．３ ５０．７ １８１．０ １０１．８ １．６ １４，７０６ ▲２．３
９ １０２．４ ５３．７ ２４０ ▲４．９ ７７ ２８．１ １，０２１ ▲４．９ ▲５．５ ２３．９ ▲６９．６ １０２．２ １．８ １２，７４７ ▲２．５
１０ ▲４０．９ ４９．２ ２１８ １９．８ ７５ ６２．９ １，２４５ ３９．４ １４．０ ２４．２ ２０１．９ １０２．３ １．９ １４，４４４ １．２
１１ ▲３１．４ ３０．０ １１５ ▲３６．６ ８２ ▲１１．８ １，１６４ ２．２ ▲１１．１ ９．５ ５８．５ １０１．４ １．１ １５，００６ ▲１．４
１２ ▲５３．３ ２６．８ １４９ ▲１４．１ ８２ ▲１９．１ ７９５ ▲２３．１ ▲４．３ ▲２４．２ ▲５２．３ １０１．１ ０．８ ２０，６８３ ▲４．２

２００９．１ ▲５４．２ ▲１８．４ １０２ ▲４．９ ４３ ▲６２．８ ７７１ ▲３７．９ ▲１５．４ ▲５８．５ １１．４ １００．６ ０．６ １６，５２４ ▲３．０
２ ▲５５．３ ▲３．０ ９９ ▲３７．３ ５０ ▲６２．６ ８２５ ▲１４．３ １７．８ ▲３４．５ ０．０ １００．２ ０．２ １２，２００ ▲１０．０
３ ▲５６．２ ５３．１ ２３２ ▲１３．３ ３６ ▲４６．８ ８１９ １１．０ ６．４ ▲３６．６ １３５．４ １００．６ ０．３ １４，３１９ ▲５．７
４ ９．０ ▲３７．９ ２６８ １１．３ ５４ ２８．８ ８１６ ▲１７．９ ▲３５．４ ▲３４．２ ９０．１ １００．８ ０．７ １３，６１４ ▲６．６
５ ▲１３．５ ▲６０．４ ９４ ▲４７．８ ５８ ▲２０．１ ６５０ ▲３８．４ ▲４．９ ▲５６．８ ▲１５．８ １００．５ ▲０．５ １４，１２０ ▲４．７
６ ▲６．３ ▲２２．１ ８７ ▲７．１ ５４ ▲３３．１ １，０８７ ２．３ ▲４．５ １９．５ ▲１２．５ １００．４ ▲１．０ １３，２７５ ▲５．６

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 ３４，１５７ ▲６．７ ２８，１２４ ４．５ ３９０，３４１ ▲１２．３ ２８４，６１７ ▲１３．７ ０．８１ １２７ ▲２．３ ４７，１６２ ▲０．２ ２７，５７５ ０．７
２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００８．５ ２，１３１ ▲０．６ ２，１７３ ▲０．８ ３１６，２１９ ▲６．６ ３１４，５５１ ▲１．１ ０．６８ １７ ３０．８ ４８，４２８ ２．７ ２８，７０６ ５．５

６ ２，４９４ ▲２．８ ２，４１７ ▲０．３ ５６２，５２８ ▲１０．１ ２８０，７６３ ６．１ ０．６５ １６ ４５．５ ４９，２１１ １．５ ２８，６２１ ４．４
７ ３，１３６ １７．７ ２，３２４ ４．８ ４１０，３６１ ▲１４．６ ３３４，１１４ ４．９ ０．６３ １４ ７５．０ ４８，５０８ ２．３ ２８，７３５ ４．８
８ １，７８１ ▲１４．０ １，９４３ ▲３．２ ３４７，８２６ ▲１．９ ２８７，１０４ ５．６ ０．６１ ２０ ５３．８ ４８，６７０ ２．８ ２８，８４３ ５．１
９ ３，０６９ ▲２．７ ２，３６２ ２．９ ３３９，９７１ ５．７ ２８８，９４０ １０．７ ０．５９ １６ ４５．５ ４８，１６８ ０．４ ２８，９１４ ４．４
１０ ２，１８０ ▲１１．４ ２，０６１ ９．９ ３８２，９１４ ７．４ ２９７，９４７ ４．１ ０．５６ １３ ３０．０ ４７，９９８ １．８ ２８，７６９ ２．７
１１ ２，２００ ▲２６．４ ２，１８１ ７．９ ３３５，７４３ ▲５．８ ２９４，８６３ １．１ ０．５２ １３ ▲７．１ ４８，２５４ ２．６ ２９，０７４ ３．０
１２ １，５８５ ▲２２．５ １，９３０ ▲３．５ ６７３，２２０ ▲２０．６ ３４０，１５９ ▲２．６ ０．４９ ２３ １０９．１ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０

２００９．１ １，９８１ ▲１９．４ ２，２２７ １．３ ３２６，４３７ ▲５．２ ３４２，５０６ ９．５ ０．４４ １５ ５０．０ ４８，２３１ ２．２ ２９，４００ ４．０
２ ２，３３４ ▲２８．２ ２，７６２ ▲４．２ ３３１，８４９ ▲１．７ ２４５，７６３ ▲１２．０ ０．４１ ７ ▲５３．３ ４８，４２０ ２．６ ２９，３３６ ４．０
３ ３，５０９ ▲２５．７ ３，３２７ ▲１３．０ ３２６，６８８ ▲７．２ ３８３，１２２ １８．６ ０．４０ １１ ▲２６．７ ４７，９８９ １．８ ２９，４９０ ２．１
４ １，７４６ ▲１９．８ １，７７８ ▲１０．８ ３３３，２０１ ▲０．１ ３２４，８５７ ▲５．３ ０．３６ ５ ▲２８．６ ４９，２２８ ３．１ ２９，１４７ ３．２
５ １，８２４ ▲１４．４ １，７７７ ▲１８．２ ３０９，０３８ ▲２．３ ２８９，５２５ ▲８．０ ０．３５ ８ ▲５２．９ ４９，３７７ ２．０ ２９，２４９ １．９
６ ２，６８６ ７．７ ２，０４４ ▲１５．４ ５４７，２９２ ▲２．７ ２６６，５７７ ▲５．１ ０．３６ ２０ ２５．０ ４９，６６８ ０．９ ２９，１４４ １．８

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００６年 ４１．２ １６．３ ６４，９４７ ▲７．３１，７６５ ▲１５．５ ８３１ ７．４ ８，９４０ ▲１２．６ ０．６ ▲２２．８ ▲１２．７４，７７５ ３．９ ９９．８ ▲０．２
２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．７ ５７．５ ７３，４９９ ４．６１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００８．５ ４．７ ５２．６ ６，７４０ １７．８ ４２ ▲４６．７ ３５ ▲２８．３ ４０１ ▲３８．３ ▲１０．３ ▲６２．７ ０．０ ５２９ ▲０．３１００．９ １．２

６ ▲３８．９ ２０．７ ５，６８６ １１．２ １１５ ２．３ ４７ ▲２０．３ ７５７ ２９．８ ２９．２ ２８．１ ６４７．１ ２７６ ▲１．３１０１．１ １．７
７ ▲１２．０ ６５．９ ５，７９９ １８．３ １２４ ▲２．９ ９９ ６．６ ４５７ ▲２３．７ １．４ ▲１５．５ ▲６９．０ ３３２ ▲０．４１０１．５ ２．２
８ ６７．３ ７１．５ ４，７５８ ４．５ １５１ ▲２７．３ ６９ ▲３５．２ ６０９ ２５．１ １６．４ １１．４ ９８．４ ５４３ ▲８．１１０１．８ ２．０
９ ▲４９．０ １９．６ ５，６９３ １６．７ １５３ ▲２７．１ ４１ ▲３９．９ ６２６ ▲７．１ ▲２１．７ ▲３２．８ １５６．８ ３２７ ▲１７．１１０１．９ ２．０
１０ ▲９．８ ２４．０ ５，８５０ ▲３．０ １９２ ▲６．９ ５０ １．６ ７０３ ６６．２ １３．９ １０５．７ ３０５．９ ４１２ ▲２．９１０１．９ １．６
１１ ▲１０．８ ６．６ ６，０４８ ▲６．８ １２１ ▲３３．７ ２５ ▲２７．１ ６９２ ３．６ ▲１７．１ ▲４２．２ ６４８．６ ３８９ ▲１５．８１０１．０ １．０
１２ ２８．１ １５．６ ７，５１１ ０．７ １４１ ４．５ ４７ ７０．０ ５６０ ▲３．３ ７．４ ▲１０．８ ９．４ ３１４ ▲２０．８１００．９ ０．８

２００９．１ ５８．３ ▲７９．６ ５，４３１ ▲２．１ １２７ ３５．９ １６７ ２９０．９ ４７２ ▲７．８ ▲２２．７ ３．８ ▲７．９ １８３ ▲２９．８１００．５ ０．７
２ ９．４ ▲３１．５ ５，１０４ ▲９．５ １５０ １１．８ ３４ ▲３．７ ５０５ ▲８．０ ▲１４．６ ５．６ １０．０ ２０９ ▲３４．４１００．１ ０．５
３ ２６．２ ▲３０．７ ５，５２０ ▲１６．５ ２００ ▲１６．８ ２７ ▲２．９ ２９２ ▲４７．７ ▲３９．７ ▲５４．０ ▲５０．０ ４０７ ▲１７．０１００．５ ０．５
４ ▲５３．５ ▲３７．０ ５，７３９ ▲２４．６ １５２ １２５．８ ４１ ▲３５．３ ４６５ ▲１０．２ ▲３．９ ▲１５．５ ▲６２．０ ２８７ ▲２８．２１００．６ ０．４
５ ２２．２ ▲６６．４ ５，０１１ ▲２５．７ １０４ １４７．０ ４４ ２６．５ ４２４ ５．７ ２．９ ３９．６ ▲７９．３ ４６５ ▲１２．２１００．４ ▲０．５
６ ３．２ ▲４９．５ ４，０５６ ▲２８．７ １４１ ２２．６ ７９ ６８．６ ５１１ ▲３２．５ ▲１３．０ ▲４９．３ ▲２９．１ ２３２ ▲１５．７ ９９．７ ▲１．４

出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品生
産高

総合 一般機械 食料品工業 電気機械 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００６年 １０４．０ ８．３ １２０．８ １８．６ １０２．６ ０．０ ４９．３ ７．８ １２３．８ ▲７．６ １，８７５ ８．３ ２，７７４ ▲５．８ ７．０
２００７年 １０５．９ １．８ １０６．５ ▲１１．９ １００．０ ▲２．５ ６１．６ ２５．２ １２２．８ ▲０．８ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １１８．５ １１．９ １５５．２ ４５．８ １０２．６ ２．６ ４６．０ ▲２５．４ １４５．８ １８．７ ２，２６３ ４．５ ３，１８０ ３．３ ０．７
２００８．５ １２１．７ １８．１ １６０．２ ６４．８ １００．２ ▲１４．５ ４８．０ ▲３５．４ １３８．０ １８．３ １８４ ５．７ ２４５ ▲５．３ １０．８

６ １２０．２ １６．７ １６０．１ ５７．６ ９１．９ ▲１４．３ ４７．３ ▲１５．６ １４６．１ ２３．５ ２０２ ５．５ ２９４ ２５．２ ２１．２
７ １２２．１ １４．０ １８４．２ ７７．１ １０１．５ ▲３．２ ５８．３ ０．６ １５１．４ ２２．８ １７６ ０．９ ２７２ ２１．１ １６．２
８ １２６．６ １７．６ ２０３．５ １０３．３ １０３．２ ▲７．６ ３８．１ ▲４１．８ １５１．７ ２２．８ １７８ ▲５．８ ２５０ ０．２ ▲６．６
９ １２５．４ １９．５ １８７．８ ９０．３ １０７．３ ▲１．５ ３７．７ ▲２７．０ １４８．９ １３．８ ２０３ １０．４ ２５５ ▲２．３ ▲１９．１
１０ １２６．３ ２０．９ １６１．８ ７６．２ １０４．２ ▲６．１ ４２．２ ▲２２．３ １６２．６ １５．８ ２１８ １７．８ ２７７ ５．１ ▲４．３
１１ １０８．５ ▲２．９ １３５．０ ４５．４ ９５．２ ▲１２．１ ５３．５ ３．０ １５１．５ ４．２ １６９ ▲１２．２ ３１６ １４．８ ▲１２．２
１２ １０８．０ ▲５．１ １２３．４ ２２．４ １０１．０ ４１６．４ ４８．３ ▲６．７ １５０．３ １１．４ １７８ ▲２．０ ３０３ ２２．３ ▲３８．７

２００９．１ ８５．１ ▲２８．７ １１１．２ ▲１５．３ １０１．０ ▲４．４ ４４．０ ▲１１．９ １１４．９ ▲１７．１ １５７ ▲８．８ ２６２ ０．６ ▲４３．７
２ ８１．２ ▲３６．６ １００．８ ▲３１．６ ９５．０ ▲１７．４ ４６．４ ▲３．６ １３８．０ ▲１．０ １６３ ▲１５．７ ２１５ ▲１２．８ ▲３８．２
３ ７１．４ ▲２９．１ ８５．０ ▲３９．１ ９７．９ ▲７．５ ５８．８ ５２．５ １４０．２ ６．６ １９２ ２．６ ２０１ ▲１０．３ ▲４４．４
４ ８１．４ ▲３３．７ ７２．３ ▲５０．２ ９９．７ ▲２．７ ４３．８ ▲６．６ １４６．６ ６．４ ２０２ ０．１ ２０１ ▲１６．１ ▲４８．８
５ ９１．４ ▲２４．９ ９８．５ ▲３８．５ １０４．８ ４．６ ４０．３ ▲１６．０ １４３．０ ３．６ １８２ ▲０．８ １９７ ▲１９．４ ▲２０．０
６ ▲２５．０

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １３３，９３３ ▲４．２ ２２，６５２ ▲１０．３ ２４，８５１ ７．７ ３４８，７１１ １２．３ ２７８，５６６ ３．６ ０．６０ １２５ ７．８ ４０，３３６ ▲１．２ ２４，９８９ ▲４．９
２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４ ３６４，６５５ ４．６ ３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１ ３６４，２７６ ▲０．１ ２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００８．５ １０，１２６ ▲４．３ １，３５７ ▲０．６ １，７９３ ▲２．８ ２７４，３９９ ▲６．８ ２６０，２８５ ▲２１．８ ０．５８ １１ ▲４２．１ ４１，４１２ １．０ ２４，１４８ ▲１．６

６ ９，７２９ ▲５．２ １，５４８ ▲５．１ １，９５１ ▲２．６ ５２７，７７７ ８．３ ２５８，９５６ ▲９．５ ０．５７ １７ ８８．９ ４１，３７８ ▲１．６ ２３，７９５ ▲３．４
７ １１，８８２ ▲１．３ １，９３０ １６．９ １，９０７ ８．７ ３７０，２２３ ▲９．９ ２８５，９１７ ▲１７．３ ０．５６ １７ １３．３ ４１，０７９ ▲０．５ ２３，９０５ ▲２．８
８ １０，４０８ ▲５．２ １，３４８ ▲３．１ １，４７１ ▲０．９ ３４１，８７２ ２．４ ３００，６２４ ▲６．９ ０．５７ １５ ▲２１．１ ４１，２７８ ０．６ ２３，９７３ ▲２．３
９ ８，９３１ ▲６．１ ２，０７６ ▲０．６ ２，０５４ ２．７ ３３０，８５７ １７．３ ２７８，１９８ ▲０．４ ０．５６ １５ １５．４ ４０，６１９ ▲０．７ ２３，６８６ ▲２．９
１０ ９，３７１ ▲５．９ １，３９３ ▲１７．７ １，７６２ １４．０ ３３２，６８７ １０．７ ２６７，４４９ ▲１２．５ ０．５５ １５ ▲２１．１ ４０，４４１ ▲０．２ ２３，５１４ ▲３．０
１１ １０，２２６ ▲３．９ １，３８７ ▲２１．７ １，８５４ １３．０ ２９９，１８６ ５．８ ３５７，１９２ ３４．２ ０．５３ １５ ３６．４ ４０，７７０ ▲０．７ ２３，５６５ ▲２．６
１２ １２，９９５ ▲７．４ １，２１５ ▲２２．０ １，６５７ ３．４ ７３０，７０１ １９．２ ４０２，６８６ １４．７ ０．５２ １４ ２７．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１

２００９．１ １１，２４１ ▲４．３ １，２３６ ▲２５．９ １，８５４ ０．４ ２９６，６５９ １０．７ ３０９，７７３ ５．５ ０．４８ １０ ▲１６．７ ４０，６３５ ０．４ ２３，９８５ ▲０．７
２ ８，６００ ▲７．８ １，４１４ ▲２８．３ １，９９４ ▲８．７ ３５２，３８９ １５．９ ２７０，６５６ ７．７ ０．４４ ６ ▲５７．１ ４１，０７４ １．３ ２４，１０９ ▲０．９
３ ９，４２３ ▲７．４ ２，２７７ ▲２３．５ ２，９１２ ▲６．０ ３４２，４２０ ２６．７ ３１８，２５２ ▲１．４ ０．４１ ６ ▲６６．７ ４０，８１５ １．２ ２４，１３７ ▲３．０
４ ９，４５５ ▲４．６ １，１３１ ▲１７．６ １，４８６ ▲１１．１ ３７２，７５１ １５．９ ３２８，２３７ １７．１ ０．４１ １４ ▲６．７ ４１，５２１ １．４ ２３，２５６ ▲３．９
５ ９，６３５ ▲４．８ １，３０８ ▲３．６ １，５２６ ▲１４．９ ３１６，７５９ １５．４ ２８４，５４１ ９．３ ０．４１ １２ ９．１ ４２，５０７ ２．６ ２３，７６５ ▲１．６
６ ９，２１６ ▲５．３ １，７５６ １３．４ １，７７８ ▲８．９ ５４５，８９４ ３．４ ２９２，１３９ １２．８ ０．４１ １２ ▲２９．４ ４２，２３１ ２．１ ２３，１７８ ▲２．６

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁

田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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U s e f u l  I n f o r m a t i o n

イベント等は主催者側の都合により変更されることもあります。ご不明な点がございましたら、ＦＦＧ営業企画部総合
調査グループまでお問い合わせください。ＴＥＬ０９２－７２３－２５７６

アジア展示会情報

北京
場 所 展 覧 会 名 期 間

中国国際貿易中心 ２００９中国国際教育展示会 １０月１７日～１０月１８日

第６回中国国際茶業博覧会 １０月２２日～１０月２５日

２００９北京国際貨幣展示会 １０月３０日～１１月１日

北京展覧館 第３回中国国際アルミ業展示会

９月２４日～９月２６日
第３回中国国際銅業展覧会

第３回中国国際非鉄金属、圧力鋳造展覧会

第３回中国国際チタニウム展覧会

中国国際模型博覧会 １０月１日～１０月４日

第１１回多国都市交通展覧会及び国際駐車設備展覧会 １０月２８日～１０月３０日

中国国際展覧中心 ２００９中国（北京）国際ガラス工業新技術展覧会及びガラス芸術装飾展覧会 １０月９日～１０月１１日

２００９中国（北京）国際ドア・窓・壁博覧会

１０月１４日～１０月１６日第４回中国国際建築展覧会

第１２回中国国際膜と水処理技術及び装備展覧会

２００９北京国際風能展示会

１０月２１日～１０月２３日第１４回中国国際レーザ・光電子及び光電ディスプレイ製品展覧会

第６回中国国際機械視覚展覧会及び機械視覚技術検討会

第１２回中国北京国際家具及び木工機械展覧会 １０月２２日～１０月２４日

２００９第３回中国国際馬業馬術展覧会 １０月２３日～１０月２５日

第１１回中国国際食品加工と包装機械展示会 １０月２７日～１０月２９日

第１回深センファッションとブランド商品展示会 １１月４日～１１月６日

２００９中国国際真珠宝石アクセサリー展覧会 １１月５日～１１月９日

２００９北京国際自動車製造及び生産設備博覧会 １１月１１日～１１月１３日

２００９第５回中国国際金属成形展覧会 １１月１７日～１１月１９日

第１回中国（北京）国際省エネ技術装備展覧会 １１月１８日～１１月２０日

全国農業展覧館 ２００９第１１回中国国際気体技術・設備と応用展覧会 ９月２３日～９月２５日

第１３回国際消防設備技術交流展覧会 １０月１６日～１０月１９日

２００９中国国際視聴集成設備と技術展示会 １１月９日～１１月１１日

大連
大連星海会展中心 大連国際服装博覧会（二期） ９月１９日～９月１８日

２００９中国家庭用品博覧会

１０月１６日～１０月１９日第１１回中国国際建築材料及び内装関連材料展示会

第１０回大連国際流行家具展示即売大会

第６回中国国際老齢者用品博覧会 １０月２２日～１０月２５日

第１３回国際毛皮・皮製品・羽毛製品博覧会 １１月１４日～１１月２３日

第１４回大連国際迎春ブランド商品博覧会 １２月１７日～１２月２６日

世界博覧広場 第４回中国（大連）国際服装紡績商品博覧会 ９月２０日～９月２３日

中国国際奢侈品展覧会 ９月２４日～９月２７日

２００９中国東北無公害食品博覧会 ９月２６日～９月２８日
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場 所 展 覧 会 名 期 間

世界博覧広場 第３４回大連市不動産交易大会及び内装装飾展覧会
１０月１７日～１０月２０日

第２６回大連市中古住宅交易大会

２００９大連中日貿易投資展示商談会 １０月２７日～１０月２８日

２００９大連冬季人材交流大会 １１月７日

大連富麗華大酒店 大連－地方銀行合同ビジネス商談会 １１月２３日

天津
天津国際展覧中心 中国国際電工電器装備展覧会 １０月１５日～１０月１７日

２００９アイスクリーム展覧会 １０月２８日～１０月３１日

２００９中国天津国際演芸交易博覧会 １０月３０日～１１月１１日

濱海国際会展中心 天津国際自動車貿易展覧会 ９月２９日～１０月６日

中国鉱業大会 １０月２０日～１０月２２日

中国天津老齢者産業博覧会 １０月２４日～１０月２７日

２００９SAMPE中国国際先進的材料と工芸技術展覧会 １０月２８日～１０月３０日

天津電子ゲームとアニメ展覧会 １０月３０日～１１月１日

長春
長春国際会展中心 ２００９第６回長春国際美容美髪及び化粧品展覧会 １０月１日～１０月３日

瀋陽
遼寧工業展覧館 第３回中国東北アジア（瀋陽）輸入商品博覧会 ９月１日～９月３日

２００９第２回東北生育・妊婦・赤ちゃん・児童用品展覧会 ９月１１日～９月１４日

蘇州
蘇州国際博覧センター 第１１回蘇州住宅産業博覧会

１０月１日～１０月４日
第１１回蘇州装飾建材及び内装家屋展

中国クリーンルーム展覧会２００９
１０月２２日～１０月２４日

第７回中国国際集積回路博覧会＆サミット

第８回EMEX（蘇州電子 IT 製品調達展示会） １０月２２日～１０月２５日

蘇州ショッピングフェスティバル １１月２１日～１１月３０日

上花（蘇州）２００９年秋季釣具展 １２月４日～１２月６日

南京
南京国際展覧中心 中国食糧・食用油製品展示交易会 １０月１４日～１０月１８日

２００９第４回中国（南京）フランチャイズ加盟創業展覧会 １０月１６日～１０月１８日

第２７回中国江蘇国際自転車・電動バイク及び部品交易会 １０月２１日～１０月２５日

第１１回中国フランチャイズ展覧会 １１月４日～１１月８日

２００９中国国際製紙及び設備博覧会兼全国紙注文交易会 １１月９日～１１月１３日

第９回中国南京食品博覧会兼仕入交易会 １１月１１日～１１月１６日

南京服装博覧会 １１月２６日～１２月１３日

上海
上海新国際博覧中心 ２００９年中国（上海）国際楽器展覧会

１０月１３日～１０月１６日
２００９年上海国際舞台照明、音響展覧会

第８回中国国際玩具・模型及び児童用品展覧会 １０月１４日～１０月１６日
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上海新国際博覧中心 中国国際紡績生地及び付属品博覧会（秋季） １０月２０日～１０月２３日

アジア国際動力伝動及びコントロール技術展覧会
１０月２６日～１０月２９日

アジア国際物流技術及び運輸システム展覧会

第１４回中国国際医薬（工業）展覧会及びフォーラム １０月２７日～１０月３０日

第１１回中国国際工業博覧会 １１月３日～１１月７日

第７３回中国電子展／２００９アジア電子展 １１月１１日～１１月１４日

２００９中国国際文房具及び事務用品展覧会
１１月１１日～１１月１３日

中国国際ゴム技術展覧会及びアジアEssen タイヤ展

第１７回中国国際食品及びホテル設備博覧会
１１月１８日～１１月２０日

２００９年中国国際塗料展覧会／中国国際表面処理技術展覧会

中国国際飲料工業科学技術展 １１月２２日～１１月２６日

２００９アジア太平洋地区国際プラスチック・ゴム工業展覧会 １１月２４日～１１月２７日

２００９年中国国際海事技術フォーラム及び展覧会
１２月１日～１２月４日

２００９アジアラベル展

第６回アジアプリンタ消耗品展覧会 １２月２日～１２月４日

上海国際自動車部品、修理点検設備及びサービス用品展覧会 １２月９日～１２月１１日

上海世貿商城（上海マート） 内装設計コンサルティング展覧会 １０月２日～１０月６日

２００９上海国際石油化学天然ガスパイプ貯蔵運輸及び爆発防止工業展覧会 １０月１４日～１０月１６日

２００９（第４回）上海国際自動車改装車博覧会 １０月２１日～１０月２３日

２００９中国国際水処理化学品、水解高分子、製紙化学品、工業表面活性製品展覧会 １０月２６日～１０月２７日

第３回日本食品展示商談会 in 上海 １０月２９日～１０月３０日

２００９上海電動バイク、省エネルギー及び新エネルギー車展覧会兼第１５回中国電動バイク学術年会 １１月６日～１１月８日

欧州高級家具展覧会及び販売会 １１月１２日～１１月２２日

上海芸術品及び骨董展覧会 １１月１３日～１１月１６日

２００９上海妊婦及び児童安全健康用品展覧会 １１月２０日～１１月２２日

上海国際冷曲鋼管、溶接管及び冶金工業展覧会 １１月２５日～１１月２７日

２００９第３回上海国際ボイラー、圧力容器、圧力パイプ、非破壊検査展覧会／２００９上海天然ガス車、ガススタンド、ガス技術・設備展覧会 １２月１日～１２月３日

２００９第９回上海国際紡績生地及びホテル用品展覧会 １２月１７日～１２月１９日

第４回上海ビル省エネルギー技術及び設備展／ビル省エネルギーフォーラム
１２月２２日～１２月２４日

２００９上海不動産サービス技術及び設備展覧会

上海光大会展中心 FIS２００９上海市食品安全及び食品添加剤フォーラム兼食品添加剤及び素材展覧会 １０月９日～１０月１１日

２００９中国国際非金属鉱業展覧会 １０月１４日～１０月１６日

第２０回多国機器、計量器学術会議及び展覧会 １０月２０日～１０月２３日

第１３回中国国際歯科設備展覧会及び学術フォーラム １０月２８日～１０月３１日

２００９上海国際石油化学技術設備展覧会及び上海国際石油化学ポンプ、パイプ展覧会 １０月１５日～１０月１７日

アジア光ファイバー通信・光電博覧会及びフォーラム（AOE２００９） １１月４日～１１月６日

２００９アジア網影像展／２００９中国国際網印刷及びデジタル印刷展 １１月９日～１１月１２日

第８回上海国際美容美髪祭り １１月４日～１１月６日

第１４回中国国際品質コントロール及び点検工業設備展覧会 １１月２６日～１１月２８日

２００９上海国際総合減災及び応急処置管理設備技術展覧会 １１月１３日～１１月１５日

第１４回中国（国際）ミニ電機技術フォーラム／第１０回磁気材料／第８回トランス／第６回制御リレ／第５回コンデンサー技術展
１１月１６日～１１月１８日

２００９中国（上海）LED技術新光源、新エネルギー・省エネルギー照明展覧会及び技術フォーラム

国際 EMC・ノイズ対策技術展覧会／マイクロウェープ技術交流展覧会 １１月１８日～１１月２０日

２００９歌華第７回中国国際車用エアコン及び冷蔵技術展覧会
１１月２１日～１１月２３日

２００９中国電動バイク博覧会
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上海光大会展中心 ２００９中国バッテリー展覧会 １１月２１日～１１月２３日

２００９中国国際調味料及び食品素材博覧会 １１月２６日～１１月２８日

２００９年第３回上海デジタル内容及びソフト博覧会 １２月３日～１２月５日

２００９上海国際真空設備、技術展覧会

１２月１０日～１２月１２日
２００９上海国際特殊エアコン濾過分離、空気圧縮機、歯車展覧会

２００９中国（上海）太陽エネルギー発電PV展覧会

２００９第８回中国（上海）国際照明展覧会

２００９第４回中国（上海）国際漁業博覧会 １２月１０日～１２月１２日

２００９第６回中国（上海）ガラス工業新技術博覧会／２００９第６回中国（上海）ガラス芸術・装飾博覧会

１２月１５日～１２月１７日２００９中国（上海）風エネルギー利用大会及び風力発電技術設備展覧会

２００９中国上海国際熱エネルギー、新エネルギー産業博覧会

２００９冬季中国（上海）結婚博覧会 １２月１９日～１２月２０日

第９回全国農産品（上海）交易博覧会 １２月２４日～１２月２８日

上海国際展覧中心 ２００９上海司法警備及び安全防犯技術製品博覧会 １０月１５日～１０月１７日

２００９第２回上海国際再利用エネルギー大会及び展覧会 １０月２２日～１０月２４日

２００９古代芸術品の贋作品及び技術展覧会 １１月１３日～１１月１５日

第１０回中国国際潤滑油、脂肪及び調和技術設備展覧会 １１月１８日～１１月２０日

２００９中国国際精細化学工業展覧会 １２月１日～１２月３日

第７回国際パウダー＆バルク技術展覧会及び会議 １２月９日～１２月１１日

香港・マカオ
Hong Kong Convention &
Exhibition Centre

香港国際アート＆アンティークフェア２００９ １０月３日～１０月６日

香港エレクトロニクスフェア２００９秋
１０月１３日～１０月１６日

エレクトロニック アジア

メガショー（ギフト・家庭用品・玩具） １０月２０日～１０月２３日

HKTDC香港国際照明機器フェア（秋） １０月２７日～１０月３０日

HKTDC香港眼鏡フェア２００９

１１月４日～１１月６日HKTDC国際医療機器販売フェア

香港国際ワイン＆スピリッツフェア

香港婚礼エキスポ２００９ １１月６日～１１月８日

Cosmoprof Asia２００９－ビューティ＆ヘルスフェア １１月１１日～１１月１３日

JMA Hong Kong２００９－宝飾品フェア １１月２６日～１１月２９日

HKTDCイノベーティブデザインテクノロジーエキスポ２００９ １２月２日～１２月５日

HKTDC 世界中小企業エキスポ２００９ １２月３日～１２月５日

CineAsia２００９－映画産業エキスポ １２月８日～１２月１０日

第５７回クリスマスウェディングエキスポ２００９ １２月１１日～１２月１３日

第７回香港フードフェスティバル
１２月２４日～１２月２７日

第７回香港メガショー（電気機器＆家庭用電気製品エキスポ）

Asia World Expo チャイナソーシングフェア－セキュリティ製品
１０月１２日～１０月１５日

チャイナソーシングフェア－電子機器部品

チャイナソーシングフェア－幼児・子供用製品

１０月２０日～１０月２３日

チャイナソーシングフェア－ファッションアクセサリー

チャイナソーシングフェア－贈答品

チャイナソーシングフェア－ホームプロダクト

チャイナソーシングフェア－下着・水着
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Asia World Expo インターナショナルソーシングフェア（スポーツ用品・スポーツウェア） １０月２８日～１０月３０日

２００９香港 LED＆照明テクノロジーショー
１０月２８日～１０月３１日

環境保護国際貿易フェア

ベネチアン マカオ ワイン＆グルメ アジア２００９ １０月２２日～１０月２４日

第１４回マカオ国際貿易投資フェア １０月２２日～１０月２５日

第２回世界遺産旅行エキスポ

１１月１２日～１１月１４日第８回国際ゲーム・エンターテイメントエキスポ

第５回国際ホテル備品販売エキスポ

深セン
深セン会議展覧中心
（Shenzhen Convention & Ex-
hibition Centre）

中国（深セン）国際玩具・ギフトフェア２００９ １０月２３日～１０月２６日

第１２回中国治安エキスポ １１月１日～１１月４日

第１１回中国ハイテクフェア １１月１６日～１１月２１日

第９回中国（深セン）エレクトロニクス産業フェア２００９

１１月２６日～１１月２８日第８回深セン携帯電話製品フェア

２００９年中国（深セン）タッチスクリーンフェア

２００９年国際プリント配線・電子組立部品フェア １２月２日～１２月４日

２００９年深セン冬物ファッション展示会 １２月５日～１２月１３日

中国（深セン）国際ティーエキスポ
１２月１１日～１２月１３日

中国（深セン）グリーンフードフェア

２０１０年新春ショッピングフェスティバル １２月２６日～１月３日

広州
広州中国輸出商品取引会
琶洲展館
（China Import & Export Fair
{Pazhou} Complex）

第１０６回中国輸出入フェア（フェーズ１） １０月１５日～１０月１９日

第１０６回中国輸出入フェア（フェーズ２） １０月２４日～１０月２８日

第１０６回中国輸出入フェア（フェーズ３） １１月２日～１１月６日

Lineapelle Asia－国際革・合成皮革・織物フェア １１月１１日～１１月１３日

第９回広州衣料技術設備国際展示会

１１月１３日～１１月１５日

第９回広州織物・アクセサリー・編み糸国際展示会

第９回広州染料工業・化学薬品国際展示会

第９回広州織物機械国際展示会

２００９年広州テレビショッピング展示会

第１３回中国国際ペットショー １１月１６日～１１月１９日

第７回中国（広州）国際自動車展示会 １１月２４日～１１月３０日

中国ガラス技術国際展示会
１１月２５日～１１月２７日

中国サインフェア２００９＆LEDアジア２００９

第１６回広州ホテル備品販売展示会 １２月１０日～１２月１２日

広州市錦漢展覧中心
（Guangzhou Jinhan
Exhibition Centre）

第１９回中国バイク・アクセサリーフェア ２００９年秋 １０月９日～１０月１１日

広州一般機械部品展示会 １０月２０日～１０月２２日

ヨーロピアンファッションアウトレット（広州） １１月５日～１１月９日

The 4th China Int'l PSA Tape & Label Expo
１１月２５日～１１月２７日

２００９年中国灌漑・肥料エキスポ

２００９年中国国際リサイクル製品・技術エキスポ １１月２９日～１２月１日
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バンコク国際貿易展示センター
（Bangkok International Trade &
Exhibition Centre）

２００９年東南アジアワイヤー製品貿易フェア １０月１３日～１０月１５日

２００９年東南アジアチューブ・パイプ工業貿易フェア １０月１３日～１０月１５日

バス＆トラック自動車エキスポ２００９
１１月５日～１１月７日

第５回建設機械・材料・サービスエキスポ

国際機械工具・メタル製造技術展示会 １１月１９日～１１月２２日

写真フェア２００９（国際写真機展示会） １１月２６日～１１月２９日

現代家具フェア２００９

１２月５日～１２月１３日ファッション・ジュエリーフェア２００９

婚礼フェア２００９

Queen Sirikit National
Convention Centre

タイ携帯電話エキスポ２００９ １０月１日～１０月４日

第１４回タイ ブックエキスポ２００９ １０月１５日～１０月２５日

Commart Comtech Thailand２００９（電気製品展示会） １１月５日～１１月８日

バンコク家具ショー２００９ １１月２１日～１１月２９日

家具グランドセールフェスティバル（Final） １２月１９日～１２月２７日

Impact Exhibition &
Convention Centre

家具ショー２００９

９月２６日～１０月４日バンコク婚礼フェア２００９

ファッション・ジュエリーショー２００９

キッズ・ザ・ワールド２００９ １０月１日～１０月５日

第７回バンコク冷暖房機・冷蔵庫・乾燥機展示会 １０月７日～１０月１１日

バンコク国際ギフト・家庭用品フェア １０月１３日～１０月１８日

家具・ファッション・フードフェスティバル２００９

１１月７日～１１月１５日
婚礼フェスティバル２００９

ビューティ・スパ・ヘルス・スポーツフェスティバル２００９

旅行フェスティバル２００９

第２６回タイモーターエキスポ２００９ １２月１日～１２月１３日

ホーチミン・ハノイ
Ho Chi Minh International
Exhibition & Convention Centre

フード＆ホテル ベトナム２００９ １０月１日～１０月３日

Metalex Vietnam２００９（機械工具・メタル製造技術エキスポ） １０月８日～１０月１０日

EPM－Linkage Vietnam２００９（機械工具・工業・オートメーション・エネルギー・電力・環境保護に関する展示会） １０月１５日～１０月１７日

ベトナム食品処理フェア １０月２２日～１０月２５日

アパレル・織物機械・アクセサリーエキスポ １０月２９日～１１月１日

Saigon Exhibition &
Convention Centre

第９回ベトナム国際プラスチック・ラバー・パッキン・プリント・ラベル工業フェア １０月２２日～１０月２５日

ベトナム石油、ガス、電力エキスポ２００９ １０月２９日～１０月３１日

アジアビューティ・スパ・ヘルシー・ナチュラル展示会 １０月３０日～１１月１日

第９回ベトナム織物・衣料産業フェア １１月５日～１１月８日

ベトナムモーターショー２００９ １１月２０日～１１月２４日

第３回建機・工具・材料・自動車技術サービス国際貿易フェア １２月１日～１２月４日

第６回ベトナム国際貿易エキスポ HCMC２００９ １２月２日～１２月５日

Vietnam Exhibition &
Fair Centre, Hanoi

ベトナム国際工業フェア

１０月２０日～１０月２４日プラスチックパッキン・プリント展示会

機械工具展示会

国際安全防火システム・器具展示会
１１月１８日～１１月２１日

国際電気製品展示会２００９
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編 集 後 記 �

黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�末　松　尚　樹�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斎　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

上海駐在員事務所へ赴任して１ヶ月にな

りますが、今回の商談会に共催企業として

参加し、会場内が混沌とするほどの来場者

数及び３，０００件に上る商談件数の多さを目

の当たりにし、改めて世界経済がマイナス

成長となる見込みの中で、８％の経済成長

を見込む中国経済への注目度の高さを肌で

実感致しました。

今月弊社では「高校生の職場訪問」や「家

族参観日」などのイベントが開催されまし

た。他人から「見られる」ことで、自らの

襟を正すことができ、業務のレベルアップ

を図るよい機会になったと感じています。

中島ターレット様が数多くの工場見学を受

け入れられている理由の一つにもこの点が

あるのかな、とも感じました。

大型小売店販売額は低迷が続いています
が、アウトレットモールは全国的に好調の
ようです。以前は「Ｂ級品」が売られてい
るという偏見もありましたが、今では「良
いものが安い」とファンも多く、遊具も充
実し魅力が増しています。一度ついたマイ
ナスイメージも時間をかけてプラスに変え
ることができれば、強みになります。私の
生まれた街も「公害の街」から「環境モデ
ル都市」へと大きく変貌を遂げることがで
きれば幸せです。

田 中 花 谷 大 庭

日本各地で台風等による被害が出ていま
すが、香港も台風の通り道で、シグナル８
が発せられると地下鉄を除く公共交通機関
はストップし、当然ショップもクローズし
ます。ＴＶや映画で香港のストリートにた
くさんの看板が設置されている光景を眼に
されると思いますが、台風時はこの看板が
飛ばされ凶器と化するので、この時期香港
に来られる方はくれぐれもご注意を。

昨年末の「新語・流行語大賞」の１つに
選ばれた「ゲリラ豪雨」。正式な気象用語
でないにもかかわらず、九州北部の遅かっ
た「梅雨明け」や局地的な「豪雨」によっ
て、我々の日常生活にすっかり定着した感
があります。同じく、一昨年前に「新語・
流行語大賞」に選ばれた「猛暑日」（一日
の気温が３５℃を超える日）は、８月上旬迄
の北部九州の天候を見る限り、なかなか出
番がない様です。

「中小企業のＩＴ」レポート執筆の最中、

高知よさこい祭りに参加し、よさこい発祥

の本場の熱気を体感してきました。また、

坂本竜馬の生まれた土地であり、停滞を打

破する革新的行動と中小企業の経営とをつ

い重ね合わせてしまいました。竜馬のよう

な数多くの経営革新者の出現が待ち望まれ

ます。

末 松 真 田 島 浦

海 外拠点紹介

ＦＦＧ調査月報１６号 ２００９年８月２７日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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